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はじめに 

 

 

森林は、国土の保全、水源の涵（かん）養、生物多様性の保全、地球温暖化の防止、保健・レクリ

エーションの場の提供、文化の形成、木材等の物質生産等の多面的機能を有しており、私たちの生活

に様々な恩恵をもたらす「緑の社会資本」です。 

こうした森林において、無秩序な伐採や開発が行われることは、森林の荒廃を招き、山崩れや風水

害による災害を発生させる原因ともなります。また、無計画な伐採は森林資源を減少させ、林産物供

給の面でも大きな混乱をきたすおそれがあります。 

さらに森林の造成には長期の年月を要することから、一旦荒廃してしまうと森林の機能の回復は容

易でなく、国民経済に多大な影響を及ぼします。 

そのため、長期的な視点に立った計画的かつ適切な森林の取扱いを推進する必要があることから、

森林法において森林計画制度が定められています。 

 

一方、戦後に造成されたスギ・ヒノキなどの人工林を主体に蓄積が年々増加しており、多くの人工

林が利用期を迎え、充実した森林資源を活用すると同時に計画的に再造成すべき段階にあります。  

国は令和８年６月に新たな「森林・林業基本計画」を閣議決定し、「森の国・木の街」の実現

に向け、関係者が将来に希望をもって新たな取組に挑戦できるよう、民間活力の積極的な活用を

図りつつ、施策を集中し、機動的な実施を図ることにより、森林・林業・木材産業の次の百年の

礎を築いていくこととしています。 

また、令和５年 10 月に閣議決定された「全国森林計画」についても、新たな「森林・林業基

本計画」を踏まえて令和８年６月に変更され、新たな森林・林業基本計画の目標区分等に即して、

森林整備及び保全の目標、伐採立木材積や造林面積等の計画量の見直しを行うとともに、林業適

地における再造林の確保に向けた特に効率的な施業が可能な森林の区域の設定と森林経営計画

の作成等の積極的な推進、生物多様性保全の一層の推進、野生鳥獣対策及び林野火災予防対策の

推進等が追加されました。 

第 15 次飛驒川地域森林計画は、森林法に基づき、全国森林計画に即し、また、市町村森林整

備計画の規範として、森林・林業等に関する諸施策の実施状況を考慮し、森林の整備及び保全の目

標、森林施業、林道の開設、森林の土地の保全、保安施設等に関する事項を明らかにするものです。 

 

なお、当地域森林計画の樹立にあたっては、岐阜県森林づくり基本計画と整合を図りつつ、また、

国土利用計画（岐阜県計画）をはじめとする諸計画との関連性にも配慮しています。 
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第１章 岐阜県の森林づくりの目指す姿 

 

１ 岐阜県における森林づくりの基本理念 

森林が本来の機能を発揮するようになるまでには50年～100年以上にわたる長い年月を必要としま

す。このため、森林づくりは常に将来の目標とする森林の姿を描きながら計画的に行うことが必要で

す。 

また、森林の持つ多面的機能は広く県民が享受していることから、森林所有者、森林組合、事業者、

NPO・ボランティア団体、県民などが適切な役割分担の下で、県民協働により継続性のある森林づくり

を行うことが必要です。 

そのため、岐阜県では平成 18年に森林づくり基本条例を制定し、森林づくりの基本理念を「揺るぎ

ない長期的展望と県民協働による持続可能な森林づくり」とし、図 1-1-1に示す３つの方針に基づき

「岐阜県森林づくり基本計画」を策定し、継続性のある施策の展開を目指しています。 

 

 

図 1-1-1 岐阜県における森林づくりの基本理念 

基本理念  「揺るぎない長期的展望と県民協働による持続可能な森林づくり」 
（３つの方針） 

①県民の生命・財産と良好な環境を守る、健全で豊かな森林づくり 

②森林資源の循環利用を通じて活力ある地域社会を実現する、林業及び木材産業の振興 

③社会全体で森林づくりを支える、人づくり及び仕組みづくり 
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第２章 計画区の概要 

 

１ 自然 ～森林・林業の立場からみた自然的状況～ 

（１） 位置、構成 

飛驒川森林計画区(以下「計画区」という。)は、岐阜県の中央東部に位置し、美濃加茂市、加茂郡

坂祝町・富加町・川辺町・七宗町・八百津町・白川町・東白川村、下呂市の２市６町１村から構成さ

れ、総土地面積は県土面積の 15％にあたる 154千 haで、そのうち森林面積は 86％にあたる 133千 ha

となっています。 

北部は御嶽山系から位山山系を境として宮・庄川森林計画区と接しています。西部は坂本峠周辺か

ら南へ標高 1,000ｍ以下の南北稜山地である郡上・美濃山地及びそこから南へ続く上之保山地により

長良川森林計画区と接しています。東部から南部は御嶽山周辺からその南側で長野県と、鞍掛峠周辺

から南西側へと続く低連山及び木曽川を境として木曽川森林計画区と接しています。（図 2-1-1参照） 

 

（２） 流域 

計画区は乗鞍岳南麓を源とする飛騨川が、御嶽山からの小坂川、位山からの山之口川等の流れを集

めながら南下し、美濃加茂市内で木曽川に合流し伊勢湾に注ぐ水量豊かな水系です。 

(資料編第 3章 1(2)イ参照) 

 

（３） 地質・土壌 

計画区の北東部の御嶽山の周辺は溶岩と火砕岩を主体とする安山岩質岩が分布し、飛騨川の東側は、

濃飛流紋岩が分布し、西側は、砂岩、チャート等の固結堆積物の美濃帯中・古生層が分布しています。

また、計画区には褐色森林土が広く分布し、ヒノキをはじめ林木の生育に適した地域となっています。 

(資料編第 3章 1(2)ウ参照) 

 

（４） 気候 

計画区の気候は、総体的には太平洋岸式気候に属

しますが、南北に長く、しかも北部は高標高地帯で

あることから、南北の気候には大きく差があります。 

 (資料編第 3章 1(2)オ参照) 

 

（５） 植生 

 計画区は、人工林の割合が高く、北部の高山帯（標

高 1,600ｍ）を境として、その下部がブナ帯に属し、

上部は標高 2,400ｍ付近までがコメツガ、トウヒ、シ

ラベ等針葉樹主体の亜高山帯、標高 2,400ｍ以上は、

ハイマツ低木林等の高山帯となっています。 

計画区の南部では、ヒノキ造林地が多く、その他、

アカマツ林、コナラ、アベマキ等の広葉樹林、アカ

マツと広葉樹の混交林となっています。 

    図 2-1-1 飛驒川森林計画区の概要 
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２ 社会経済 ～森林・林業・木材産業に関わる社会的状況～ 

（１） 人口・世帯数・高齢化 

岐阜県の人口は平成11年に過去最多となる2,120千人に達し、その後は緩やかな減少に転じており、

令和７年 10月現在の人口は 1,891千人となっています。一方、県内の世帯数は増加傾向にあり、令和

７年 10月現在の世帯数は 781千世帯で、過去５年間において 1.1千世帯増となっています（令和７年

国勢調査）。 

65歳以上の人口割合は、県全体の 30.4％に対し、計画区全体では 1.7ポイント高い 32.1％です（令

和２年国勢調査） 

 

（２） 市町村合併等 

計画区内では、平成 16年３月に益田郡５町村が合併し下呂市が誕生しました。 

（３） 地籍調査 

令和７年度末現在の地籍調査の全国平均達成率 53％に対し、岐阜県は 18.9％と低い状況です。計画

区内においては、達成率では県全体(18.9％)より 1.8ポイント高い 20.7％で、森林においても県全体

（17.6％）より 2.7ポイント高い 20.3％となっています。（国土交通省 地籍調査 Webサイト、都市

政策課調べ） 

（４） 産業等の状況 

計画区内の 15歳以上就業者数は県全体の 6.7％を占めます。就業者数に対する林業就業者の割合で

は、県全体の 0.18％に対し計画区全体では 0.52％です。計画区内の林業就業者は県全体の 20.0％と

なっています。（令和２年国勢調査） 

（５） 交通 

 計画区内には、ＪＲ高山本線が縦貫し、美濃加茂市内でＪＲ太多線、長良川鉄道と連絡しますが、

これらの鉄道は、旅客輸送が主体となっています。林産物はトラック輸送が主体で、計画内を縦貫す

る国道 41号、計画区南部の国道 21号を中心に関金山線、下呂白川線、恵那白川線などの主要地方道、

県道が道路網を形成しています。 

また、計画区内には、東海環状自動車道の富加関ＩＣと美濃加茂ＩＣが開通しています。 

（６） 観光 

 計画区内には、日本ライン（木曽川）、飛騨川、馬瀬川、白川等での夏の鮎漁や川遊びなどの自然

資源を活かした観光スポットや下呂温泉など多様な観光資源が多く点在しています。 

また、平成２０年８月には「小坂の滝めぐり」が「岐阜の宝もの」第１号として認定されました。
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３ 森林・林業の状況 

（１） 森林面積・蓄積 

計画区の森林面積は、計画区の総土地面積 154.1千 haの 86％に当たる 132.6千 haで、全県下森林

面積の 15.4％を占めています。このうち、国有林が 24.9千 haで 18.8％、民有林が 107.7千 haで 81.2

％を占めています。(資料編第３章１(１)ア参照) 

また、計画区の森林蓄積は、35,853千㎥で、全県下森林蓄積の 18.2％を占めています。このうち、

国有林が 5,905千㎥で 16.5％、民有林が 29,948千㎥で 83.5％を占めています。(資料編第３章１(１)

イ参照) 

 

（２） 民有林の森林資源構成 

計画区の樹種別面積はスギが 11.6％、ヒノキが 45.4％となっており、県全体(スギ：15.9％、ヒノ

キ：26.5％)と比較するとヒノキの割合が高くなっています。また、計画区の天然林の割合：38.9％は

県全体：50.1％に比べて低いことも特徴です。 

一方、計画区の人工林は 13齢級をピークとした構成となっています。 

 

（３） 民有林の所有構造 

計画区の民有林の所有形態は、個人の所有割合が 71.6％と県全体の 52.4％と比べ高くなっていま

す。 

所有規模別林家数は、5ha未満が県全体の 85.6％に対して、84.3％とほぼ同じになっています。 

在・不在別の割合は、不在（市町村）者数が計画区は 40.6％で、県全体の 33.3%と比べて高くなっ

ています。 

 

（４） 森林技術者 

計画区の森林技術者数は 192名で、県全体の 21.4％を占めています。このうち森林組合の雇用が 62

名で、計画区全体の 32.3％であり、県平均の 36.3％と比べてやや低くなっています。一方、会社雇用

は 86名で計画区全体の 44.8％を占め、県平均の 48.7％と比べてやや低くなっています。 

(岐阜県森林・林業統計書 令和６年度版) 

 

（５） 特用林産物の生産量 

計画区内における木炭の年間生産量は 5.5t で県全体の 0.7％となっています。また、生シイタケ

の年間生産量は 374.4tで県全体の 19.3％を占めています。 

（県産材流通課調べ） 

 

（６） 保安林の配備状況 

計画区の保安林面積は、国有林 23.5 千 ha、民有林 20.3 千 ha で、計画区の民有林に占める保安林

の割合は 18.8％で県平均の 36.2％に比べ低くなっています。 

なお、民有林の保安林種別割合では、土砂流出防備保安林の占める割合が計画区では 57.0％であり、

県下全体の 40.0％と比較して高いのが特徴です。 

(岐阜県森林・林業統計書 令和６年度版より)
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（７） 自然公園等 

計画区内には、国定公園が２公園、県立自然公園が２公園、県自然環境保全地域が１地域、県緑地

環境保全地域が４地域あります。 

また、中部北陸自然歩道が整備されており、地域の豊かな自然や史跡・文化に親しむことができま

す。 

国定公園：飛騨木曽川、御嶽山 

県立自然公園：位山舟山、せせらぎ渓谷 

県自然環境保全地域：祖師野 

県緑地環境保全地域：久津八幡宮、禅昌寺、諏訪神社、大山白山神社 

(自然環境課調べ) 

このほか、生活環境保全林として２か所整備され、人々の保健休養の場として広く利用されていま

す。 

生活環境保全林：下呂湯けむりの森、みのかも健康の森 

(森林保全課調べ) 
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４ 計画の対象とする森林の区域 

 

表 2-4-1における地域森林計画対象民有林の区域を、この計画書の対象森林とします。 

 

表 2-4-1地域森林計画対象民有林 

                                                 （単位：ｈａ)  

市町村名 
地域森林計画 

対象民有林 
対象外森林 合計 

計画区総数 107,572.33 166.13 107,738.46 

可茂 

美濃加茂市 2,926.32 9.68 2,936.00 

坂祝町 459.87 2.94 462.81 

富加町 636.72 3.61 640.33 

川辺町 2,854.10 3.56 2,857.66 

七宗町 6,748.18 4.94 6,753.12 

八百津町 10,219.14 6.96 10,226.10 

白川町 20,959.09 7.39 20,966.48 

東白川村 7,371.84 2.35 7,374.19 

下呂 下呂市 55,397.07 124.70 55,521.77 

※詳しい区域は、岐阜県林政課、岐阜県各農林事務所及び岐阜県内関係市町村に配備する森林計画図による。 

※地域森林計画の対象とする民有林（次の①の事項については保安林及び保安施設地区の区域内の森林並びに海岸法（昭和 31年法律

第 101 号）第３条の規定により指定された海岸保全区域内の森林を除き、次の③の事項については保安林及び保安施設地区の区域

内の森林を除く。）は、①森林法第 10 条の２に基づく林地の開発行為の許可、②森林法第 10 条の７の２ 第１ 項の森林の土地の

所有者となった旨の届出及び③森林法第 10 条の８ に基づく伐採及び伐採後の造林の届出の対象となる。 
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第３章 前計画の評価と個別計画 

 

１ 前計画の実行結果の概要及びその評価 

前計画における前半５年分の伐採立木材積、人工造林及び天然更新別の造林面積、間伐面積、林道

の開設又は拡張、保安林の整備及び治山事業並びに要整備森林の整備の実行結果の概要及びその評価

は以下のとおりです。 

 

（１） 伐採計画 ～伐採立木材積その他の森林の立木竹の伐採に関する事項～ 

表 3-1-1 伐採に係る前計画の実行状況 

    単位（材積：千ｍ3、歩合：％） 

計画 実行
実行
歩合

計画 実行
実行
歩合

計画 実行
実行
歩合

計画 実行
実行
歩合

計画区総数 1,233 857 69.5 340 153 45.0 5 13 253.2 888 691 77.8

間伐総数 主伐（針） 主伐（広）
区分

 

※市町村別は、資料編第３章４(１)参照 

 

伐採材積の実行量は 857 千㎥で、計画量 1,233 千㎥に対する実行歩合は 69.5％となっており、計画

量の範囲内で森林資源の保続が図られています。木材価格は比較的高い水準で推移しているものの、

森林技術者の減少や高齢化による担い手不足等の影響により、計画量には達しなかったものと考えら

れます。 

 

（２） 間伐面積 

               表 3-1-2 間伐面積に係る前計画の実行状況 

単位（面積：ha、歩合：％）                

区分 計画 実行 実行歩合 

計画区総数 10,260  5,643  55.0  

※市町村別は、資料編第３章４(２)参照 

 

間伐面積の実行量は 5,643ha で、計画面積 10,260ha に対する実行歩合は 55.0％となりました。森林

技術者の減少や高齢化による担い手不足に加え、森林整備事業に係る予算の確保が厳しい状況にあっ

たことなどにより、計画量に達しなかったものと考えられます。今後も、森林整備の担い手の確保・

育成を図りながら、適切な森林整備を推進していく必要があります。 

 

（３） 造林計画 ～造林面積その他造林に関する事項～ 

表 3-1-3 造林に係る前計画の実行状況 

単位（面積：ha、歩合：％） 

区分 
総数 

人工造林 
天然更新 

計 人工造林 樹下植栽 

計画 実行 
実行 
歩合 

計画 実行 
実行 
歩合 

計画 実行 
実行 
歩合 

計画 実行 
実行 
歩合 

計画 実行 
実行 
歩合 

計画区総数 933 440 47.2 710 180 25.4 479 180 54.3 231 - - 223 260 116.6 

※市町村別は、資料編第３章４(３)参照 
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人工造林の実行歩合は 36.6％となりました。近年の造林コストの上昇や林業労働力の不足に加え、

予算の確保が厳しい状況等を背景として、人工造林が計画量に達しなかった一方で、天然更新による

更新が進められたものと考えられます。今後は、人工林伐採跡地における確実な更新を図るため、再

造林の着実な実施に努める必要があります。 

 

（４） 林道整備計画 ～林道の開設その他林産物の搬出に関する事項～ 

表 3-1-4 林道整備に係る前計画の実行状況 

単位（開設、舗装：ｍ、改良：箇所数、歩合：％） 

区分 
開設 改良 舗装 

計画 実行 実行歩合 計画 実行 実行歩合 計画 実行 実行歩合 

計画区総数 91,565  4,037  4.4  325  51  15.7  58,770  4,126  7.0  

※市町村別は、資料編第３章４(４)参照 

 

計画に対し、開設、改良、舗装とも低位にとどまりました。これは、林道関係予算の確保が厳しい

状況によるものです。 

今後も、利用頻度の高い路線を優先し、事業を実施する必要があります。 

 

（５） 保安施設 

ア 保安林の指定・解除 ～保安林として管理すべき森林の種類別面積等～ 

 

表 3-1-5 保安林指定・解除に係る前計画の実行状況 

単位（面積：ha、歩合：％）

計  画 実  行 実行歩合 計  画 実  行 実行歩合 計  画 実  行 実行歩合 計  画 実  行 実行歩合

122 163 133.9 52 50 95.6 70 114 162.4 0 0           -

9.3 7.4 79.9 0.0 0.0           - 8.7 6.9 79.9 0.6 0.5 79.5解除

   　　　区  分
市町村

総        数 水源かん養のための保安林  災害防備のための保安林 保健･風致等の保存のための保安林

指定

 

※市町村別は、資料編第３章４(５)ア参照 

 

水源の涵（かん）養のための保安林指定は、水源地への関心が高いことから概ね計画とおりの実行

歩合となりました。また、災害の防備等のための保安林指定は、治山事業による山地災害対策等のた

め、実行歩合は高くなりました。今後も、森林の有する公益的機能の適切な発揮を確保するため、地

域の実情に応じて計画的に保安林の指定を行い、森林の適切な管理を進める必要があります。 

 

イ 治山計画 

 

表 3-1-6 治山事業に係る前計画の実行状況 

                     単位（計画、実行総数：林班数、歩合：％） 

区分 計画 実行総数 実行歩合 

計画区総数 133 93 69.9 

※市町村別は、資料編第３章４(５)イ参照 

 

事業の実施に当たっては、山地災害の発生状況や緊急性の高い箇所を優先するとともに、予算の状

況等を踏まえて事業を実施した結果、実行歩合は 69.9％となりました。今後も、山地災害箇所の復旧

及び防災・減災対策に取り組み、公益的機能の維持増進を図るために、計画的に事業を実施していく

必要があります。 
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（６） 要整備森林 

表 3-1-7 要整備森林に係る前計画の実行状況 

単位(面積:ha、実行歩合:％) 

人工造林

天然更新別
施業種

－ － － － － －

－ － － － － － － － － － － －計 画 区 総 数

計画 実行
実行

歩合
計画 実行

実行

歩合
計画 実行

実行

歩合
計画 実行

実行

歩合

区　分

伐　採
そ　の　他

総　数 主　伐 間　伐

計 画 区 総 数

実行

歩合
計画 実行

実行

歩合

区　分

造　林 保　育

計画 実行

 

※市町村別は、資料編第３章４(６)参照 

 

要整備森林は計画されていません。
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  ２ 個別計画 

林業の成長産業化の確実な実行と森林資源の持続的な保続を図る観点から、今後 10 年間の計画量を

前期、後期ごとに定めます。 

 

（１） 伐採計画 ～間伐立木材積その他の伐採立木材積～ 

伐採立木材積(主伐・間伐)については、表 3-2-1のとおりとします。 

 

表 3-2-1 伐採立木材積に係る計画量 

       単位（材積：千ｍ3） 

区分 総数 主伐 間伐 

総数 1,733 740 993 

 うち前半５年分 851 340 511 

※詳細は、資料編第１章１による。 

 

（２） 森林施業面積 

森林施業面積（間伐・人工造林・下刈り）については、表 3-2-2のとおりとします。 

 

表 3-2-2 間伐面積に係る計画量 

単位（面積： ha） 

区分 森林施業面積 

総数 24,575 

 うち前半５年分 10,880 

※詳細は、資料編第１章１による。 

 

（３） 造林計画 ～人工造林及び天然更新別の造林面積～ 

人工造林、天然更新別の造林面積については、表 3-2-3のとおりとします。 

 

表 3-2-3 造林に係る計画量 

 単位（面積： ha）      

区分 総数 人工造林 天然更新 

計 人工造林 樹下植栽 

総数 2,845 1,985 1,963 22 860 

 うち前半５年分 1,119 671 659 12 448 

※詳細は、資料編第１章１による。 
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（４） 林道整備計画 ～林道の開設及び拡張に関する計画～ 

開設又は拡張すべき林道の種類別、箇所別の数量等は表 3-2-4 のとおりとします。  

 

表 3-2-4 林道に係る計画量 

単位（開設、舗装：ｍ、改良：箇所） 

区分 総数   

うち前半５年分 

開設 171,465 91,565 

改良 499 325 

舗装 115,020 58,770 

※市町村別総括表、箇所別明細は 資料編第１章２による。 

 

（５） 保安施設 ～保安林の整備及び治山事業に関する計画～ 

ア 保安林として管理すべき森林の種類別面積等 

保安林として管理すべき森林の種類別の計画末期面積については、表 3-2-5のとおりとします。 

 

表 3-2-5 保安林に係る計画量 

                                   単位（面積：ha）  

保安林の種類 面積 
  

うち前半５年分 

総数（実面積）  20,476 20,404 

水源涵（かん）養のための保安林  6,895 6,873 

災害防備のための保安林  13,424 13,374 

保健、風致のための保安林  820 820 

※総数欄は２以上の目的を達するために指定される保安林があるため､水源涵(かん)養のための保安林等の内訳の合計に一致しない。 

※計画期間内において保安林の指定又は解除を相当とする森林の種類別の所在及び面積等は、資料編第１章３による。 

 

イ 保安施設地区として指定することを相当とする土地の所在及び面積等 

保安林の指定により対応するため、保安施設地区の指定は原則行いません。 

 

ウ 実施すべき治山事業の数量 

実施すべき治山事業の数量については表 3-2-6のとおりとします。 

 

表 3-2-6 治山事業に係る計画量 

                                      単位（地区数：林班） 

区分 治山事業施工地区数 

    うち前半５年分 

総数 155 133 

※市町村別等は、資料編第１章４による。 
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（６）要整備森林 

要整備森林は計画されていません。 
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第４章 森林整備及び保全方針 

 

１ 森林の整備及び保全の基本方針 

森林の整備及び保全の推進に当たっては、全国森林計画に定められた「森林の整備及び保全の目標

その他森林の整備及び保全に関する基本的な事項」、岐阜県森林づくり基本計画に則しつつ、多様な

森林の整備及び保全を計画的に推進することとします。 

そこで本章では、 

森林機能区分・・・全国森林計画（地域森林計画）に基づく公益的機能別施業森林等の区分 

将来目標区分・・・岐阜県森林づくり基本計画に基づく森林配置計画の区分 

の大きく２つに分けて森林の整備及び保全の基本方針を示します。なお、森林配置計画の区分につい

ては、図4-1-1のとおりです。 

これら２種類の区分の関係は表4-1-1のとおりですが、個々の林分では２種類の区分がそれぞれ設定

されることとなり複雑になる恐れがあります。 

したがって、区分ごとの大まかな対応関係（図4-1-2）を参考に、区域を設定する市町村は、分かり

やすいものとなるようそれぞれの区分の設定に当たり配慮・調整することが必要です。 

 

図4-1-1 森林配置計画の将来目標区分ごとの定義と対象とする森林 

 

表4-1-1 ２種類の区分の関係 

 設定単位 設定区分 重複の考え方 

森林機能区分 小班又は林班（個別の

森林において重視すべ

き機能） 

５種類（水源涵（かん）養機能維持増進森林、

山地災害防止／土壌保全機能維持増進森林、快

適環境形成機能維持増進森林、保健文化機能維

持増進森林、木材等生産機能維持増進森林） 

重複可 

将来目標区分 林班（大まかなエリア

の森林づくりの目標） 

４種類（木材生産林、環境保全林、観光景観

林、生活保全林） 

木材生産林と環境保

全林は重複不可 
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図4-1-2 将来目標区分と森林機能区分の大まかな対応図 

 

また、岐阜県における森林整備と保全の基本方針の考え方として、 

県     ：将来目標区分と森林機能区分をそれぞれ設定する基準と区分に対する森林の整備

や保全の基本方針、さらには森林整備基準を示す 

市町村   ：本計画で定める基準に則しつつ、地域の実情に応じてそれぞれの区分を設定する

とともに、施業の標準的な方法を定める 

森林所有者等：具体的な森林の整備及び保全の方法について「森林経営計画」において個別に定

め実際の施業を行う 

こととし、それぞれが役割を持って連携を図りながら、地域や個々の森林における目標に向けて森林

づくりを進めることとします。 

 

（１） 森林の機能について 

森林の主な機能は、水源涵(かん)養機能、山地災害防止機能/土壌保全機能、快適環境形成機能、保

健・レクリエーション機能、文化機能、生物多様性保全機能、地球環境保全機能からなる公益的機能

及び木材等生産機能に大別されます。 

市町村森林整備計画においては、関係者の合意の下、発揮を期待する機能ごとの区域を明らかにし、

その機能を十分に発揮できるよう森林の整備及び保全を推進します。その際、期待する機能の発揮に

向けた施業が相反する場合以外は、複数の機能を期待する森林として取り扱うことも可能です。 

ただし、地球環境保全機能は二酸化炭素の吸収や炭素の固定、蒸発散作用等の森林の働きが保たれ

ることによって発揮される属地性のない機能であるため、区域設定の対象とはしないこととします。 

 同様に、生物多様性保全機能については、伐採や自然の攪乱などにより時間軸を通して常に変化し

ながらも一定の広がりにおいて、様々な生育段階や樹種から構成される森林が相互に関係しながら発

揮される機能であり、原生的な森林生態系や希少な生物が生育・生息している森林など属地的に発揮

されるものを除き、区域設定の対象とはしません。 

 

かん
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（２） 各機能に応じた望ましい森林の姿、森林整備及び保全の基本方針 

森林の整備及び保全に当たっては、森林の有する多面的機能を総合的かつ高度に発揮させるため、

適正な森林施業の実施や森林の保全の確保により健全な森林資源の維持造成を推進します。 

具体的には、森林の有する水源涵(かん)養、山地災害防止／土壌保全、快適環境形成、保健・レク

リエーション、文化、生物多様性の保全、木材等生産の各機能を高度に発揮するための適切な森林施

業の実施や、林道等の路網の整備、委託を受けて行う森林施業又は経営の実施、保安林制度の適切な

運用、山地災害の防止、森林病害虫や野生鳥獣による被害対策などの森林の保護等に関する取り組み

を推進します。 

これらの取組みに当たり、現況が人工林のうち、林地生産力が比較的高く車道（開設が見込まれる

ものを含む。以下同じ。）や集落からの距離が近いといった自然的・社会的条件が良い林業適地にあ

るものについては、多様な伐期の設定や伐採面積の縮小・分散に取り組みつつ、特に効率的な施業が

可能な森林の区域（以下「効率的施業森林区域」という。）の設定や森林経営計画の作成等を積極的

に推進することで、植栽による確実な更新を行い、これを維持します。林業適地以外にあるものにつ

いては、帯状等の伐採と侵入広葉樹の活用による針広混交林化等により、天然林へ移行します。また、

現況が天然林のものは、自然の推移に委ねることを基本としつつ、里山林等については、多面的機能

の維持増進を図るため、更新補助作業を含む適切な整備により利活用等を行います。 

その際、生物多様性の保全や地球温暖化の防止に果たす役割はもとより、豪雨の増加等の自然環境

の変化や急速な少子高齢化と人口減少、所有者不明森林や整備の行き届いていない森林の存在等の社

会的情勢の変化、放射性物質の影響等にも配慮します。また、近年の森林に対する国民の要請を踏ま

え、花粉発生源対策を加速化するとともに、流域治水とも連携した国土強靱化対策を推進します。 

各機能に応じた森林の望ましい姿、森林整備及び保全の基本方針は、表 4-1-2のとおりです。 

 

表4-1-2 各機能に応じた対象とすべき森林、望ましい姿、森林整備及び保全の基本方針 

機

能 
対象とすべき森林 望ましい姿 森林整備及び保全の基本方針 

水

源

涵

(

か

ん
)

養

機

能

 

ダム集水区域や主要な河川

の上流に位置する森林、地

域の用水源として重要なた

め池、湧水地、渓流等の周

辺に存する森林であり、水

源涵(かん)養機能の維持増

進を図るべき森林 

下層植生とともに樹木の根が

発達することにより、水を蓄

えるすき間に富んだ浸透・保

水能力の高い森林土壌を有す

る森林であって、必要に応じ

て浸透を促進する施設等が整

備されている森林 

洪水の緩和や良質な水の安定供給を確保する観

点から、適切な保育・間伐を促進しつつ、下層

植生や樹木の根を発達させる施業を促進すると

ともに、伐採に伴って発生する裸地については

縮小・分散を図ります。 

また、自然的条件や県民のニーズ等に応じ、天

然力を活用した施業を促進します。 

ダム等の利水施設上流部等において、水源涵

(かん)養の機能が十全に発揮されるよう、保安

林の指定やその適切な管理を推進します。 
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山

地

災

害

防

止

機

能

／

土

壌

保

全

機

能 

山腹崩壊等により人命・人

家等施設に被害を及ぼすお

それがある森林、土砂の流

出・崩壊その他山地災害の

防備のための森林で土地に

関する災害防止機能及び土

壌保全機能の維持増進を図

るべき森林 

下層植生が生育するための空

間が確保され、適度な光が射

し込み、下層植生とともに樹

木の根が深く広く発達し土壌

を保持する能力に優れた森林

であって、必要に応じて山地

災害を防ぐ施設が整備されて

いる森林 

災害に強い県土を形成する観点から、地形、地

質等の条件を考慮した上で、林床の裸地化の縮

小並びに回避を図る施業を促進します。 

また、自然的条件や県民のニーズ等に応じ、天

然力を活用した施業を促進します。 

集落等に近接する山地災害の発生の危険性が高

い地域等において、土砂の流出防備等の機能が

十全に発揮されるよう保安林の指定やその適切

な管理を推進するとともに、渓岸の侵食防止や

山脚の固定等を図る必要がある場合には、谷止

や土留等の施設の設置を推進します。 

快

適

環

境

形

成

機

能 

県民の日常生活に密接な関

わりを持つ里山林等であっ

て、騒音や粉塵等の影響を

緩和する森林、森林の所在

する位置、気象条件等から

みて風害、霧害等の気象災

害を防止する効果が高く快

適環境形成機能の維持増進

を図るべき森林 

樹高が高く枝葉が多く茂って

いるなど遮へい能力や汚染物

質の吸着能力が高く、諸被害

に対する抵抗性が高い森林 

地域の快適な生活環境を保全する観点から、風

や騒音等の防備や大気の浄化のために有効な森

林の構成の維持を基本とし、樹種の多様性を増

進する施業や適切な保育・間伐等を促進しま

す。 

快適な環境の保全のための保安林の指定やその

適切な管理、防風等に重要な役割を果たしてい

る森林等の保全を推進します。 

保

健

・

レ

ク

リ

エ

｜

シ

ョ

ン

機

能 

観光的に魅力ある高原、渓

谷等の自然景観や植物群落

を有する森林、キャンプ場

や森林公園等の施設を伴う

森林など、県民の保健・教

育的利用等に適した森林

で、保健・レクリエーショ

ン機能の維持増進を図るべ

き森林 

身近な自然や自然とのふれ

あいの場として適切に管理

され、多様な樹種等からな

り、住民等に憩いと学びの

場を提供している森林で 

あって、必要に応じて保健

活動に適した施設が整備さ

れている森林 

県民に憩いと学びの場を提供する観点から、

自然的条件や県民のニーズ等に応じ広葉樹の

導入を図るなどの多様な森林整備を促進しま

す。 

また、保健等のための保安林の指定やその適

切な管理を推進します。 

文

化

機

能 

史跡、名勝等の所在する森

林や、これら史跡等と一体

となり優れた自然景観等を

形成する森林であって、潤

いある自然景観や歴史的風

致を構成する観点から文化

機能の維持増進を図るべき

森林 

史跡・名勝等と一体となって

潤いのある自然景観や歴史的

風致を構成している森林で 

あって、必要に応じて文化・

教育的活動に適した施設が整

備されている森林 

美的景観の維持・形成に配慮した森林整備を

促進します。 

また、風致の保存のための保安林の指定やそ

の適切な管理を推進します。 

生

物

多

様

性

保

全

機

能 

原生的な森林生態系や希少

な生物種が生育・生息する

森林など、地域の生態系や

生物多様性の保全に不可欠

な森林であって、生物多様

性保全機能の維持増進を図

るべき森林 

原生的な森林生態系、希少な

生物が生育・生息している森

林、陸域・水域にまたがり特

有の生物が生育・生息してい

る渓畔林など 

生態系の多様性等を保全する観点から、森林

構成を維持することを基本とした保全を図り

ます。 

また、野生生物のための回廊の確保にも配慮

した適切な保全を推進します。 
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木

材

等

生

産

機

能 

林木の生育に適した土壌を

有し、木材として利用する

上で良好な樹木により構成

されているなど、木材等の

林産物の生産に適している

森林であって、木材等生産

機能の維持増進を図るべき

森林 

林木の生育に適した土壌を有

し、木材として利用する上で

良好な樹木により構成され、

成長量が高い森林であって、

林道等の基盤施設が適切に整

備されている森林 

林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給す

る観点から、森林の健全性を確保し、木材需

要に応じた樹種、径級の林木を生育させるた

めの適切な造林、保育、間伐等を促進しま

す。 

森林の集積・集約化や施業の機械化を通じた

効率的な整備を促進します。 

林業適地では、将来にわたり人工林として維

持する観点から、主伐後の植栽による確実な

更新を行います。また、利活用等により機能

の維持増進を図る天然林では、更新補助作業

を含む適切な整備を推進します。 

※森林の有する多面的機能については、地形条件、気象条件、森林の種類などにより発揮される効果は異なり、また、

洪水や渇水を防ぐ役割については、人為的に制御できないため、期待されるときに必ずしも常に効果が発揮される

ものではないことに留意する必要がある。 

※生物多様性保全機能については、一定の面的広がりにおいて様々な生育段階や構成樹種の森林が相互に関係しなが

ら発揮される機能であり、原生的な森林生態系や希少な野生生物が生育・生息している森林など、地域の生態系や

生物多様性の保全に不可欠な森林を除き、属地性がないことに留意する必要がある。 

※これらの機能以外の森林の有する多面的機能として地球環境保全機能があるが、これについては二酸化炭素の吸収

や炭素の固定、蒸散発散作用等の森林の働きが保たれることによって発揮される属地性のない機能であることに留

意する必要がある。 
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２ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項 

（１） 公益的機能別施業森林区域の基準及び当該区域内における施業の方法に関する指
針 

森林の有する公益的機能の別に応じて当該公益的機能の維持増進を特に図るための森林施業を推進

すべき森林の区域は、表4-1-2に示す森林の有する機能のうち、水源涵(かん)養機能、山地災害防止機

能／土壌保全機能、快適環境形成機能、保健・レクリエーション機能、文化機能、生物多様性保全機

能の高度発揮が求められています。 

先に述べた森林の機能と望ましい姿を踏まえつつ、これらの公益的機能の維持増進を図るための森

林施業を、積極的かつ計画的に実施することが必要かつ適切と見込まれる森林の区域については、表

4-2-1のとおり設定します。また、公益的機能別施業森林において、公益的機能の発揮のために推進さ

れるべき施業の方法について、同表に定めます。 

なお、公益的機能別施業森林の設定に当たっては、自然的・社会的・経済的諸条件を総合的に勘案

して、森林所有者が受認し得る範囲内で定める必要があります。 

 

表4-2-1 公益的機能別施業森林区域の設定の基準及び施業の方法に関する指針 

 

公益的機能別施

業森林の種類 

区域の設定の基準 施業の方法に関する指針 

水源の涵(かん)

養の機能の維持

増進を図るため

の森林施業を推

進すべき森林

（水源涵(かん)

養機能維持増進

森林） 

水質の保全又は水量の安定的確保のため伐採の方法を定める必要

がある森林であって、次の条件のいずれかに該当する森林 

(ｱ) 地形 

a 標高の高い地域 

b 傾斜急峻な地域 

c 谷密度の大きい地域 

d 起伏量の大きい地域 

e 渓床又は河床勾配の急な地域 

f 掌状型集水区域 

(ｲ) 気象 

a 年平均又は季節的降水量の多い地域 

b 短時間に強い雨の降る頻度が高い地域 

(ｳ) その他 

a 大面積の伐採が行われることが多い地域 

b 岐阜県水源地域保全条例に基づき指定された水源地域（以下 

「水源林」という。） 

伐期の延長を行うとともに伐

採面積の規模を縮小した皆伐

を行う。 

土地に関する災

害の防止及び土

壌の保全の機能

の維持増進を図

るための森林施

業を推進すべき

森林（山地災害

防止機能維持増

進森林／土壌保

全機能維持増進

森林） 

人家、農地、森林の土地又は道路その他の施設の保全のため伐採

の方法を定める必要がある森林であって、次の条件のいずれかに

該当する森林 

(ｱ) 地形 

a 傾斜が急な箇所 

b 傾斜の著しい変移点をもっている箇所 

c 山腹の凹曲部等地表流下水又は地中水の集中流下する部分を 

持っている箇所 

(ｲ) 地質 

a 基岩の風化が異常に進んだ箇所 

b 基岩の節理又は片理が著しく進んだ箇所 

c 破砕帯又は断層線上にある箇所 

d 流れ盤となっている箇所 

(ｳ) 土壌等 

a 火山灰地帯等で表土が粗しょうで凝集力の極めて弱い土壌から

成っている箇所 

b 土層内に異常な滞水層がある箇所 

c 石礫地から成っている箇所 

d 表土が薄く乾性な土壌から成っている箇所 

(ｴ)その他 

a 流木災害の恐れがあるところ 

①特に機能の発揮を図る必要

がある森林については、択伐

による複層林施業を行う。 

②それ以外の森林について

は、択伐以外の方法による複

層林施業を行う。 

③適切な伐区の形状・配置等

により、伐採後の林分の保全

機能等の確保が可能な場合に

は、長伐期施業を行うことが

できる。なお、皆伐による場

合は伐採面積の縮小・分散を

図る。 
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快適な環境の形

成の機能の維持

増進を図るため

の森林施業を推

進すべき森林

（快適環境形成

機能維持増進森

林） 

生活環境の保全及び形成のため伐採の方法を定める必要がある森

林であって、次のいずれかに該当する森林 

(ｱ) 都市近郊林等に所在する森林であって郷土樹種を中心とした

安定した林相を成しているもの 

(ｲ) 市街地道路等と一体となって優れた景観美を構成する森林 

(ｳ) 気象緩和、騒音防止等の機能を発揮している森林 

①特に機能の発揮を図る必要

がある森林については、択伐

による複層林施業を行う。 

②それ以外の森林について

は、択伐以外の方法による複

層林施業を行う。 

③適切な伐区の形状・配置等

により、伐採後の生活環境保

全機能等の確保が可能な場合

には、長伐期施業を行うこと

ができる。なお、皆伐による

場合は伐採面積の縮小・分散

を図る。 

保健文化機能の

維持増進を図る

ための森林施業

を推進すべき森

林（保健・レク

リエーション機

能維持増進森林

/文化機能維持

増進森林/生物

多様性保全機能

維持増進森林） 

 

自然環境の保全及び形成並びに保健・文化・教育的利用のため伐

採の方法を定める必要がある森林であって、次のいずれかに該当

する森林 

(ｱ) 湖沼、瀑布、渓谷等の景観と一体となって優れた自然美を構

成する森林 

(ｲ) 紅葉等の優れた森林美を有する森林であって主要な眺望点か

ら望見されるもの 

(ｳ) ハイキング、キャンプ等の保健・文化・教育的利用の場とし

て特に利用されている森林 

(ｴ) 希少な動植物の保護のため必要な森林 

①特に機能の発揮を図る必要

がある森林については、択伐

による複層林施業を行う。 

②それ以外の森林について

は、択伐以外の方法による複

層林施業を行う。 

③適切な伐区の形状・配置等

により、伐採後の風致の維持

等の確保が可能な場合には、

長伐期施業を行うことができ

る。なお、皆伐による場合は

伐採面積の縮小・分散を図

る。 

④特定広葉樹の育成を行う森

林施業を行う。 

 

（２） 木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域の基準
及び当該区域内における施業の方法に関する指針 

木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域については、林木の生育

に適した土壌を有し、木材として利用する上で良好な樹木により構成されているなど、木材等の林産

物の生産に適している森林の区域について森林の一体性も踏まえつつ、設定します。 

この場合において、公益的機能別施業森林及び木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を

推進すべき森林の区域が、重複する場合には、公益的機能の発揮に支障が生じないよう施業方法を定

めます。 

また、当該区域のうち、林地生産力や傾斜等の自然的条件、林道等や集落からの距離等の社会的条

件等が良い林業適地にあるものについては、第５章６（４）の特に効率的な施業が可能な森林の区域

を設定します。 

また、木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林については、森林の公益

的機能の発揮に留意しつつ、林業適地においては、主伐後の植栽による確実な更新を行います。また、

利活用等により機能の維持増進を図る天然林においては、更新補助作業等を行います。 

なお、特に効率的な施業が可能な森林の区域は、市町村森林整備計画において定められます。 
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３ 森林配置計画の将来目標区分の設定に関する基準、区分ごとの整備方針 

（１） 基本的な考え方 

森林配置計画に関する基本的な考え方は、次の①から⑥のとおりとします。 

① 森林配置計画は、地域森林計画の対象となる民有林を対象とする。 

② 将来目標区分は、原則林班を単位として設定する。 

③ 林班ごとの将来目標区分は、（２）に示す設定に関する基準に基づき、地域の実情を踏まえ

て市町村が設定する。このとき、地域によって森林・林業の特徴や、地理的条件など実情が

異なることから、必要に応じて県が示す基準を変更あるいは地域独自の基準を追加すること

ができる。 

④ 将来目標区分が定まらない区域は白地とすることができる。 

⑤ 市町村は将来目標区分の基準、及びその基準に基づいて設定した森林の配置（将来目標区分

ごとの該当林班）を市町村森林整備計画に搭載する。 

⑥ 市町村森林整備計画に搭載された森林配置を取りまとめたものを県の森林配置計画とする。 

 

（２） 将来目標区分の設定に関する基準 

将来目標区分は、以下に示す基準に基づき設定します。 

 

ア 木材生産林及び環境保全林 

木材生産林の設定にあたっては、客観的に木材生産に適した森林であることを基本とし、長期

的な木材生産に関する計画の有無についても考慮します。また、環境保全林については、木材生

産林以外とし公益的機能の発揮を重視すべき森林を基本とします。 

① 客観的指標による木材生産適地の抽出 

県が整備する森林簿データを用いて、図4-3-1に示す条件および手順によりあてはまる林小班

を木材生産適地として抽出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-3-1 木材生産適地の抽出条件および手順
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② 木材生産適地に基づく木材生産林と環境保全林の判定 

①で抽出した木材生産適地及び森林経営計画策定区域の林班面積に占める割合によって  

表4-3-1とおり判定します。 

 

表4-3-1 木材生産林と環境保全林の判定 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地域の実情に応じた基準の追加および変更 

地域によって気象、地形その他の自然条件や林業の特徴等が異なることから、市町村は十分

検討をしたうえで①及び②の基準の変更または新たに基準を追加することができるものとしま

す。 

 

イ 観光景観林 

観光景観林は、以下の点を踏まえ市町村ごとに基準を定めて設定すします。 

□ 市町村が観光振興上重要であると認める森林 

□ 県や市町村が愛称を付けた道路であって、沿道に観光スポットなどが断続的にあるなど、

「観光道路」として位置づけられる道路沿いの森林 

□ 景観的価値が高い森林又はその可能性がある森林 

□ 景観法に基づく景観計画において、景観重点区域に指定されている区域にある森林 

□ 地域として森林景観を維持する体制が整っている、またはその予定がある森林 

□ 沿道に近接する林縁から尾根までの区域 

 

ウ 生活保全林 

生活保全林は、以下の①から③の基準をすべて満たす森林において設定します。 

また、地域によって気象、地形その他の自然条件、林況や社会的条件が異なることから、市町

村は十分検討をしたうえで①から③の基準の変更または新たに基準を追加することができます。 

① 市町村が、倒木等の危険防止や野生動物の被害の軽減のために整備を必要とする森林など、

住民の生活環境保全上重要であると認める森林 

② 集落（農地等を含む）や生活道路など保全すべき対象に隣接する森林 

③ 林縁から概ね30ｍ以内の森林 

 

 

エ 将来目標区分の見直し 

市町村森林整備計画において定められた将来目標区分については、長期的な見通しにおける森

林づくりの目指す方向であり、安易に変更するものではありませんが、社会環境の変化や大きな

制度変更、森林経営計画の策定状況などによって、必要に応じて、市町村森林整備計画の樹立又

は変更により見直しを行うことができるものとします。 

 

 

 

木材生産適地の割合(％) 森林経営計画策定区域の割合(％) 設定する将来目標区分 

50％以上 － 木材生産林 

30％以上50％未満 50％以上 木材生産林 

50％未満 環境保全林 

30％未満 － 環境保全林 
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（３） 将来目標区分ごとの整備方針 

森林配置計画における将来目標区分ごとの森林整備方針を表4-3-2のとおり定めます。 

表4-3-2 将来目標区分ごとの整備方針 

区分 森林整備方針 

木材生産林 ・森林境界の明確化、「岐阜県林内路網整備方針」に基づく路網整備などの基盤整備を実施し、生

産性の高い林業経営を目指す。 

・針葉樹人工林では、木材需要に応じた樹種、径級の林木を生育させるための造林および間伐等の

森林整備を実施する。特に主伐後の更新は植栽を確実に行い、齢級構成の平準化を図る。 

・広葉樹林について、用材として利用できる木材生産を目指す森林では、枝打ち、除間伐などの森

林整備を行い主伐後は天然更新または植栽により更新を図る。チップやバイオマス燃料生産を目

指す森林では短伐期による萌芽更新を行う。 

環境保全林 ・天然力を活用することを基本に、公益的機能の発揮に必要最小限の森林整備を行う。 

・針葉樹の人工林では広葉樹導入により、針広混交林化や広葉樹林化を図る。 

・広葉樹の導入にあたっては天然力を活用することを基本とし、広葉樹の導入が困難な立地である

場合には針葉樹人工林として管理を行う。 

・搬出の条件が整っている場合には、伐採木を搬出し有効利用する。 

観光景観林 ・地域の特色に合わせて好ましい森林景観の目標を設定し必要な整備を行う。 

生活保全林 ・電線や民家に掛かるおそれのある危険木の除去や、野生動物の被害を軽減するための緩衝帯整備

など住民の生活環境保全を目的とした整備を行う。 
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４ 計画期間内において到達し、かつ、保持すべき森林資源の状態等 

計画期間において到達し、かつ、保持すべき森林資源の状態は表4-4-1のとおりとします。 

 

表4-4-1 計画期間において到達し、かつ、保持すべき森林資源の状態 

区分 現況 計画期末 

面積 

人工林 63,225.22  ha 63,043.22  ha 

天然林 41,825.10  ha 41,705.11  ha 

  
利活用等により機能の

維持増進を図る天然林 
10,335.45  ha 10,305.42  ha 

森林蓄積 285  m3/ha 292  m3/ha 

 ※人工林には伐採跡地、天然林には竹林及び未立木地を含めます。 

 ※利活用等により機能の維持増進を図る天然林とは、適切な整備により利活用等を促進し、

多面的機能の維持増進を図る天然林をいいます。 
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第５章 森林整備基準等 

 

 

本計画区における森林整備基準等については、以下の各項に示すとおりとします。 

市町村森林整備計画の作成にあたっては、「第４章 森林整備及び保全方針」及び以下を指針とし

て、市町村内の気候、地形、土壌等の自然的条件、森林資源の構成、森林に対する社会的要請、施業

制限の有無、木材の利用状況等を考えて計画事項を定めるものとします。 

 また、水源林における土地所有者等や事業者が守るべき森林整備基準等についても、以下の各

項に示すとおりとします。 

 

１ 伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く。） 

（１） 伐採方法 

立木竹の伐採のうち主伐は、更新（伐採跡地（伐採により生じた無立木地）が、再び立木地となる

こと）を伴う伐採であり、その方法については、皆伐又は択伐によるものとします。 

皆伐と択伐の定義については、表5-1-1に示すとおりです。 

 

表5-1-1 皆伐と択伐の定義 

皆伐 主伐のうち択伐以外のもの 

択伐 主伐のうち、伐採区域の森林を構成する立木の一部を伐採する方法であって、単木、

帯状又は樹群を単位として伐採区域全体ではおおむね均等な割合で行うものであり、

材積にかかる伐採率が30％以下（伐採後の造林が植栽による場合にあっては、40％以

下）の伐採 

 

立木の伐採・搬出に当たっては、それに伴う土砂の流出等を未然に防止し、林地保全を図るととも

に、生物多様性の保全にも配慮しつつ伐採・搬出後の林地の更新を妨げないように配慮するものとし

ます。 

また、花粉の発生源となるスギ等の人工林について、伐採・植替え等を促進します。 
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（２） 施業方法別の指針 

施業区分別の伐採の指針は、表5-1-2を基準とします。 

 

表5-1-2 伐採に係る施業基準 

区

分 
施業基準 

共

通

事

項 

① 共通事項 

主伐にあっては、次のとおりとする。 

 a 県土の保全、自然環境の保全、種の保存等のために禁伐その他の施業を行う必要のある森林についてはそ

の目的に応じて適切な施業を行うものとする。  

 b 主伐の時期は、多様な木材需要に対応できるよう、地域の森林構成等を踏まえ、公益的機能の発揮との調

和に配慮し、木材等資源の安定的かつ効率的な循環・利用を考慮して、多様化及び長期化を図るものとす

る。水源林においては標準伐期齢に10年を加えた林齢以上での実施に努めるものとする。 

 c 大面積の伐採をやむを得ず行う場合には、空間的・時間的に分散させるよう努めるものとする。 

 d 造林の限界である標高1,400ｍ以上又は積雪深2.5ｍ以上の山地は更新が難しく、更新が完了するまで長期

間を要することから大面積の伐採は行わないものとする。 

 e 天然林の主伐は、若齢林においてはぼう芽更新によるものとするが、老齢林等ぼう芽更新が見込まれない

場合には、天然更新しやすいように一定期間「母樹」を残すものとする。水源林においては必要に応じて

更新補助作業を行うものとする。 

 f 伐採後の適確な更新を確保するため、あらかじめ適切な更新方法を計画し、その方法を勘案して伐採を行

うとともに、造林作業及び天然稚樹の生育の支障とならないよう枝条類の整理を行うものとする。 

 g 森林の更新及び森林の土地の保全への影響を極力抑えるため、伐採に伴い集材路の作設等を行うに当たっ

ては、林地保全に配慮した集材路の作設等について、「主伐時における伐採・搬出指針の制定について」

（令和３年３月16日付け２林整整第1157号林野庁長官通知）等をに基づく踏まえた方法による伐採・搬出

を確実に実施するものとする。 
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単

層

林

施

業 

① 対象とする森林 

人工造林又はぼう芽更新により高い林地生産力が期待される森林及び森林の有する公益的機能の発揮の必

要性から植栽を行うことが適当である森林 

② 施業基準 

(ｱ) 人工林を皆伐する場合 

人工林を皆伐する場合は、自然的条件及び公益的機能の確保についての必要性を踏まえ、原則、小面積かつ

分散的な皆伐とし、できる限り保残木施業(１haを超える皆伐は、保残木として平均径以上の立木を50～100

本/ha程度を残す。)を行い、適確な更新を図るものとする。 

保残木は、風・雪・乾燥など気象条件を十分に勘案し、急傾斜地、岩石地等では、ある程度集団的に配置す

るものとする。 

(ｲ) 保護樹帯の設置 

 a 保護樹帯の必要な場所 

下記の場所で、林地の保全、雪崩、落石の防止、寒風害等の各種被害の防止、風致の維持及び生物多様性の

保全のために必要がある場合には、裸地化を避け、列状又は塊状の保護樹帯を残置するものとする。 

・尾根、谷筋、人家・道路沿いの急傾斜地、地形・地質条件が悪く崩壊の危険の高い場所、下降斜面の変曲点、

作業道の下方等 

 b １haを超える人工林の伐採 

１haを超える人工林の伐採にあたっては、保護樹帯として２～３列(20～30ｍ)程度の幅で残すものとする。 

 c 人家、道路沿いの伐採 

人家、道路沿いについては、樹高（10～15ｍ）程度控えたところに保護樹帯を設けるものとする。 

 d 保護樹帯の管理 

残置した保護樹帯は、適正な森林管理を行うものとする。 

(ｳ) １haを超える人工林の伐採 

１haを超える人工林の伐採にあたっては、ササ等が繁茂したり、土壌が極めて悪いなど、森林の更新が困難

な場所では、裸地化を避けるものとする。 

 

植栽 

植栽、ぼう芽 

保育・間伐 

保育・間伐 
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複

層

林 

施

業 

① 対象とする森林 

人為と天然力の適切な組み合わせにより、複数の樹冠層を構成する森林として成立し、森林の諸機能の維持

増進が図られる森林 

② 施業基準 

(ｱ) 複層林施業における伐採 

複層状態の森林に確実に誘導する観点から、自然的条件を踏まえ森林を構成している樹種、林分構造等を勘

案して伐採するものとする。 

(ｲ) 択伐の場合 

択伐の場合は、森林生産力の増進が図られる適正な林分構造に誘導するよう適切な伐採率及び繰り返し期間

によるものとする。 

(ｳ) 皆伐の場合 

皆伐するにあたっては、「単層林」に準ずるほか、適正な伐採区域の形状、伐採面積の規模、伐採箇所の分

散等に配慮するものとする。 

(ｴ) 天然更新を前提とする場合 

天然更新を前提とする場合には、種子の結実状況、天然稚樹の生育状況、母樹の保存等に配慮するものとす

る。 

(ｵ) 面的複層林施業における伐採 

帯状伐採（伐採幅40ｍ未満）又は群状伐採（１ha未満）とし、伐区と伐区の間に20ｍ以上の幅で保護樹帯を

設け、区域内における伐採面積の合計は、おおむね50％未満とする。 

 

天

然

林 

① 対象とする森林 

主として天然力を活用することにより、適確な更新及び森林の諸機能の維持増進が図られる森林 

② 施業基準 

(ｱ) 天然林における主伐 

主伐にあたっては、「単層林施業」及び「複層林施業」に準ずる｡ 

 

 

植栽、刈り払い 保育・間伐 

保育・間伐 植栽、刈り払い、地表か

きおこし等 
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（３） 標準伐期齢 

伐採の対象とする立木については、表5-1-3の標準伐期齢以上を目安として選定することとします。 

また、長伐期施業を実施する場合の平均的伐採林齢は、表5-1-4のとおりとします。 

立木の標準伐期齢は、地域を通じた標準的な立木の伐採(主伐)の時期に関する指標、制限林の伐採

規制等に用いられるものです。具体的には、市町村の区域に生育する主要樹種ごとに、下表に示す林

齢を基礎として、市町村の区域内の標準的な自然的条件にある森林の平均成長量が最大となる林齢を

基準に、森林の有する公益的機能、平均伐採齢及び森林の構成を考えて定めるものとします。 

 

表5-1-3 標準伐期齢 

単位（伐期齢：年）     

 

地区 

 

樹種 

スギ ヒノキ 
アカマツ 

クロマツ 
カラマツ 

その他 

針葉樹 

その他 

広葉樹 

美濃加茂市、坂祝町、富加町、 

川辺町、八百津町 
３５ ４５ ３５ ４０ ５５ ２０ 

七宗町、白川町、東白川村、 

下呂市 
４０ ５０ ４０ ３５ ６０ ２０ 

※標準伐期齢は、指標として市町村森林整備計画で定められるものであるが、その林齢に達した時点での森林の伐

採を義務づけるものではない。 

 

表5-1-4 長伐期施業を実施する場合の平均的伐採林齢 

長伐期施業を実施する場合の平均的伐採林齢 （標準伐期齢×２）以上 

 

（４） その他森林の立木竹の伐採に必要な事項 

ア 伐採旗の設置 

 伐採箇所には、下記のとおり伐採旗を設置するものとします。 

① 森林法第10条の８第１項及び第15条の届出に係る伐採 

   １ha以上の皆伐を実施する箇所に、市町村が交付する伐採届出旗を設置するものとする。  

② 森林法第34条第１項の許可に係る伐採 

  皆伐を実施する箇所に、県が交付する伐採許可旗を設置するものとする。 

 

イ その他必要な事項 

伐採時には、かかり木にならないように安全な伐倒を最優先とし、伐採木を林地に残置する場

合には、できる限り片側の枝条を払い、接地させる部分を長くし、土砂止めとして利用できるよ

うにする必要があります。 
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２ 造林に関する事項 

造林については、裸地状態を早期に解消して森林の有する公益的機能の維持を図るため、更新され

るべき期間内に行うものとし、その方法については、気候、地形、土壌等の自然的条件等に応じて、

人工造林又は天然更新によるものとします。特に、天然更新には不確実性が伴うことから、現地の状

況を十分確認すること等により適切な更新方法を選択し、植栽によらなければ適確な更新が困難な森

林においては、人工造林によることとします。伐採後に適確な更新が図られていない伐採跡地につい

ては、それぞれの森林の状況に応じた方法により早急な更新を図ります。 

 

（１） 人工造林 

人工造林については、将来にわたり人工林を維持する自然的・社会的条件の良い林業適地のほか、

植栽によらなければ適確な更新が困難な森林や公益的機能の発揮の必要性から植栽を行うことが適当

である森林において行うこととします。 

また、１haを超える人工林の伐採跡地については、原則、人工造林を行うこととします。 

なお、苗木の選定については、成長に優れた特定苗木等や少花粉スギ等の花粉の少ない苗木の増加

に努めます。 

 

ア 樹種 

人工造林の対象樹種は、市町村森林整備計画において人工造林を行う際の樹種の選択の規範と

して定めるものであり、表5-2-1のとおりとします。 

 

表5-2-1 人工造林に係る樹種 

一般的事項 ・造林樹種(人工造林をすべき樹種)の選定に当たっては、適地適木を基本として、地域

の自然的条件、それぞれの樹種の特質、既往の施業体系、施業技術の動向、地域にお

ける造林種苗の需給動向及び木材の利用状況等を勘案して、健全な森林の成立が見込

まれる樹種を定めるものとする。また、将来の森林の利用目的を定め、目的に応じた

樹種、植栽本数を選択すること。 

・成長等に優れた特定母樹由来の苗木や少花粉スギ等の花粉の少ない苗木（「スギ花粉

発生源対策推進方針」（平成13年６月19日付け13林整保 第31号林野庁長官通知）の

別紙で定める花粉の少ない苗木と認めたスギ・ヒノキ苗木をいう。以下同じ。）の積

極的な活用を図るため、花粉の少ない苗木の増産に努めるものとする。 

・健全で多様な森林づくりを図る観点から、できる範囲内で広葉樹や郷土樹種を含め幅

広い樹種の選定について考慮するものとする。 

・特に伐採後に適確な更新が行われていない伐採跡地については、その早急な更新を図

ることとする。 

・土砂災害等の危険がある場合は、森林所有者等は現地発生材を使用した柵工など構造

物設置の措置をとること。 

・市町村森林整備計画で定められた樹種以外の樹種を植栽しようとする場合は、県林業

普及指導員又は市町村の林務担当とも相談の上、適切な樹種を選択することとし、あ

らかじめそのような樹種を植栽すべき森林の区域が特定できる場合には、当該区域に

限って摘要すべき旨を明らかにした上で樹種を定めるものとする。 

・造林用苗木は品種系統の明確な優良苗木を用いること。 

・広葉樹の苗木については、生物多様性保全の観点から採取地が明らかな種穂を用いた

苗木の選定に努めるものとする。 

・「生態系被害防止外来種リスト」を踏まえて、生態系等 への影響や同種の生物導入

による遺伝的攪乱が生じるおそれのあるものは極力選定を避けること。 
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最深積雪深によ

る造林樹種の区

分 

・積雪深による造林樹種区分は次のとおりとする。 

（資料編第２章１ 最深積雪深図 参照） 

最深積雪深 樹種及び留意事項 

1.0ｍ未満の地域 ・それぞれの自然的条件に応じた樹種を選定して植栽 

1.0ｍ以上の地域 ・耐寒、耐雪性の強いスギを植栽、自然的条件等によっては

ケヤキ等の広葉樹を植栽 

1.5ｍを超える地域 ・ヒノキの人工造林を避ける 

2.5ｍを超える地域 

 

・人工造林を避け、広葉樹を中心とする育成複層林（天然林

型）及び天然生林施業によって森林整備を図る 

（関連参考；資料編第２章３ 冠雪害危険度マップ） 

カシナガ等被害

跡地の造林樹種 

・計画区ではカシノナガキクイムシによる被害によりナラ類が枯損している。また、ほ

ぼ県下全域にわたり松くい虫被害によりアカマツが枯損している。これらの地域で

は、枯損後に侵入した天然広葉樹の保存育成を基本とし、被害跡地が無被植である場

合など森林機能を早急に回復させる必要がある場合には、現地産種の人工造林による

更新を図るものとする。 

 

イ 施業 

人工造林に係る施業方法については、表5-2-2のとおりとします。 

 

表5-2-2 人工造林に係る施業方法 

人工造林におけ

る植栽本数 

・主要樹種における植栽本数は1,000 ～ 5,000本／haを基礎として、その地域における

自然的条件や既往の植栽本数を勘案して定めるものとする。 

・植栽本数の決定に当たり、ここで示す本数から大幅に異なる場合は、林業普及指導員

等と相談の上、目的に応じた適切な本数とする。 

人工造林の標準

的な方法の指針 

①地拵えの方法 

・伐採木及び枝条等が植栽や保育作業の支障とならないように整理するとともに、林地

の保全に配慮する。 

②植栽方法 

・気候その他の自然的条件、既往の植え付け方法等から植え付け方法を定めるとともに、

適期に植え付ける。また、コンテナ苗の活用や伐採と造林の一貫作業システムの導入

に努めるものとする。 

伐採跡地の人工

造林をすべき期

間 

・森林資源の積極的な造成とともに、林地の荒廃を防止するため、人工造林を伴うもの

にあっては、当該伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して２年以内

に更新するものとする。ただし、択伐による伐採にかかるもので、林冠の再閉鎖を見

込むことができないものについては、伐採による公益的機能への影響を考慮し、伐採

が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算し５年を超えない期間に更新を図

るものとする。なお、上記の期間については、植栽によらなければ適確な更新が困難

な森林及びそれ以外の森林においても同様とし、人工造林を行う際の規範として市町

村森林整備計画において定めるものとする。 

 

（２） 天然更新 

天然更新は、天然下種更新における前生稚樹の生育状況、ぼう芽更新における伐採時の林齢や根元

直径等の対象森林の現況、周辺森林を含めた母樹の分布状況や鳥獣害の状況、気候、地形、土壌等の

自然的条件、林業技術体系等から見て、主として天然力を活用することにより適確な更新が図られる

森林において行うものとします。 
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ア 天然更新すべき期間 

天然更新をすべき期間は、伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して５年を経過

する日までとします。 

天然更新の完了確認は、当該天然更新をすべき期間内に、原則として、後述する更新調査により

行うものとします。 

 

イ 更新対象地 

更新対象地は以下のとおりとします。 

・「伐採及び伐採後の造林の届出書」において、「伐採後の造林の計画」が「天然更新」とされ

ている箇所 

・「森林経営計画に係る伐採等の届出書」において、「造林方法」が「天然更新」とされている

箇所 

 

ウ 更新樹種 

更新樹種は、高木性種とします。そのうち主な樹種は表5-2-3のとおりとします。 

 

表5-2-3 主な更新樹種 

天然更新の対象樹種 スギ、ヒノキ類、コウヨウザン、マツ類、モミ類、ツガ類、シイ類、カシ類、

ブナ類、ナラ類、クリ、サクラ類、カンバ類、シデ類、ハンノキ類、クルミ

類、カエデ類、ケヤキ、トチノキ、カツラ、ホオノキ、ミズキ、ハリギリ、

アカメガシワ、カラスザンショウ等の将来その林分において高木になりうる

樹種（以下「高木性樹種」という） 

 ぼう芽による更新が

可能な樹種 

コウヨウザン、シイ類、カシ類、ブナ類、ナラ類、クリ、サクラ類、シデ類、

カエデ類、ケヤキ、ホオノキ 

※「ぼう芽による更新が可能な樹種」欄にあるものであっても、更新が完了していない若齢な広葉樹林や大径化した広葉樹

二次林(根本直径40cm以上、おおむね80年生以上)は、ぼう芽による更新が困難な樹種として取り扱い、更新樹種には含め

ないものとする。 

※更新樹種のうち、○○類と表示しているものの詳細は、資料編第２章２を参照 

 

エ 天然更新及び天然更新補助作業 

天然更新及び天然更新補助作業の標準的な方法は表5-2-4のとおりとします。 

 

表5-2-4 天然更新及び天然更新補助作業 

天然更新の標準

的な方法 

①天然下種更新 

・天然力により種子を散布し、その発芽、成長を促して更新樹種を成立させるために行

うものとする。 

②ぼう芽更新 

・樹木を伐採し、その根株からのぼう芽を促して更新樹種を成立させるために行うもの

とする。 

天然更新補助作

業の標準的な方

法 

①地表処理 

・ササや粗腐植の堆積等により天然下種更新が阻害されている箇所について、種子の確

実な定着と発芽を促し、稚樹が良好に生育できる環境を整備するために行うものと

し、種子の飛散特性、A0層の堆積状況、気象地形条件に応じ、A層を表面に露出させ

るため林床植物の除去、枝条整理、地表かきおこし等を行うものとする。 

②刈出し 

・ササ、低木、シダ類、キイチゴ類、高茎草本等の競合植物（以下「競合植物」という。）
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の被圧により、更新樹種の生存、生育が阻害されている箇所について行うものとし、

稚樹の更新状況、競合植物の種類、状態及び密度、地形、気象等の自然的条件に応じ、

全刈り、筋刈り、坪刈り等最適なものを選定する。また、更新の完了に至るまで必要

に応じて実施する。 

③植込み 

・更新樹種の成育状況等を勘案し、天然更新の不十分な箇所に植栽をする。実施にあ 

たっては、植栽に支障となる枝条や競合植物等を整理するとともに、適期に更新樹種

を必要本数分、植栽する。また、植込みを行う更新樹種については、適地適木に配慮

し、遺伝子攪乱とならないものを選定すること。 

④芽かき 

・ぼう芽更新による場合に、耐陰性の強い更新樹種では余分な芽をつみ取る芽かきを適

宜実施する。 

 

オ 更新の判定基準 

表5-2-5に示す稚樹高以上の更新樹種が、表5-2-6に示す期待成立本数に対して、10分の３を乗じ

た本数以上が成立している状態(「立木度」が３以上の状態)をもって、更新の完了とします。 

なお、残存木がある場合には、残存木と更新樹種の「立木度」の和が３以上の状態をもって、更

新の完了とします。 

 

表5-2-5 天然更新に係る更新樹種の稚樹高 

稚樹高 更新樹種の成立本数として算入する稚樹の高さについては、概ね以下のとおり。 

50cm以上かつ競合植物の高さ以上 

 

表5-2-6 天然更新に係る更新樹種等の期待成立本数 

期待成立本数 ①残存木が無い場合 

・天然更新をすべき期間（伐採を終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して５

年を経過する日まで）が満了した日までにおける更新樹種の期待成立本数は、概ね以

下のとおりとする。 

10,000本／ha 

②残存木がある場合 

・林相ごとに、収穫予想表・林分密度管理図等、あるいは周辺の類似する林分等を参考

として導かれる成立本数をもって、該当林相の期待成立本数とする。なお、この場合

において更新樹種に係る期待成立本数は上記①のとおり(概ね10,000本／ha)とする。 

 

  ※残存木がある場合の計算例 

区分 対象面積 平均樹高 期待成立本数 成立本数 立木度 

残存木 1.0ha 20.0ｍ 1,200本   120本 １ 

更新樹種 1.0ha 1.5ｍ 10,000本 2,000本 ２ 

計 ３ 

 

カ 更新調査 

表5-2-7により更新調査を行うこととします。 

 

表5-2-7 更新調査方法 

更新調査の実施

主体 

更新調査は市町村が実施することを基本とするが、必要に応じて林業普及指導員等の助

言や協力を得て実施するものとする。 

更新調査の時期 伐採を終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して５年を経過する日までに更
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新調査を行うものとする。 

標準地の設定 更新調査は、更新対象地ごとに、標準地調査により実施するものとし、以下により標準

地を設定のうえ調査を行うものとする。 

①残存木が無い場合 

・調査区の設定 

 ２ｍ×10ｍの帯状標準地の中に２ｍ×２ｍの５プロットを設定 

・標準地の数 

 更新対象地２ha未満;帯状標準地を４箇所以上、２ha以上４ha未満;帯状標準地を６箇

所以上、４ha以上;帯状標準地を８箇所以上設定 

②残存木がある場合 

・調査区の設定 

残存木については、20ｍ×20ｍの標準地を設定。更新稚樹については上記①に準ずる。 

・標準地の数 

残存木については、更新対象地２ha未満;１箇所、２ha以上４ha未満;２箇所、４ha

以上;３箇所以上設定。更新稚樹については上記①に準ずる。 

③群状や点状の伐採の場合 

・調査区の設定 

複数の更新対象地内に２ｍ×２ｍのプロットを設定。 

・標準地の数 

更新対象地２ha未満;プロット20箇所以上、２ha以上４ha未満;プロット30箇所以上、

４ha以上;プロット40箇所以上設定。 

④標準地の選定 

・標準地は、更新対象地の中で将来の森林の姿に大きな影響を与える箇所や更新樹種が

平均的な生育状況を示している箇所に設定する。尾根、中腹、沢など自然的条件及び

植生その他の自然的条件に応じて複数の調査区を設定することが望ましい。 

更新調査の内容 更新調査にあたっては以下の内容について調査する。 

・成立本数として算入する更新樹種の樹種・稚樹高・本数 

・成立本数として算入しない更新樹種の樹種・稚樹高・本数 

・残存木の樹種、樹高、成立本数 

・更新対象地の面積 

・残存木の占める面積 

・主な競合植物の種類及び生育状況 

更新調査の記録 更新調査の結果について、天然更新調査記録簿等により、必要事項を記録のうえ保管す

る。天然更新調査記録簿等の保管期間は、更新の完了を確認した日を含む年度の翌年度

の初日から起算して５年を経過する日までを標準とする。 

更新調査を省略

することができ

る場合 

以下に示す場合においては、更新調査を省略して更新の完了とすることができるものと

する。なお、更新調査を省略した場合においては、更新調査を省略した理由を天然更新

調査記録簿等に記録する。 

・更新対象地の面積が１ha以下の場合(ただし、他の連続する未更新の更新対象地との

合計面積が１haを超える場合はこの限りでない)  

・電気事業者による線下伐採など、実態として明らかに支障木除去を目的とする伐採で

あると判断できる場合 

 

キ 天然更新すべき立木の本数に満たない場合の対応 

更新調査の結果、更新樹種の成立本数が、天然更新すべき立木の本数に満たない場合、市町村長

は造林者に対して、表5-2-8により速やかに植栽または天然更新補助作業のいずれかを実施するよ

う指導するとともに、伐採を終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して７年を経過する日
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までに、前項に準じて再度の更新調査を行うものとします。 

 

表5-2-8 天然更新すべき立木の本数に満たない場合の対応 

基準の稚樹高未

満となる更新稚

樹を含めた立木

度が３以上の場

合 

表5-2-5に示す稚樹高未満の更新稚樹を含めることによって立木度が３以上となる場合

には「天然更新補助作業」の実施を指導する。 

基準の稚樹高未

満となる更新稚

樹を含めた立木

度が３未満とな

る場合 

表5-2-5に示す稚樹高未満の更新稚樹を含めた場合であっても立木度が３未満となる場

合には「植栽」もしくは「植込み」の実施を指導する。「植栽」による場合については、

市町村森林整備計画における「人工造林に関する事項」に準じて実施するよう指導する。 

その他 市町村長の判断により、必要と認められる場合には、上記によらず適宜必要な更新作業

等の実施を指導できるものとする。 

 

（３） 植栽によらなければ適確な更新が困難な森林への対応 

種子を供給する母樹が存しない森林や天然稚樹の生育が期待できない森林等であって、主に天然力

による更新が期待されない森林については、当該森林及び近隣の森林における主伐箇所の天然更新の

状況等を勘案し、原則として、個々にその森林を植栽によらなければ適確な更新が困難な森林として

特定するものとします。 

なお、植栽によらなければ適確な更新が困難な森林の基準は、市町村森林整備計画において定めら

れます。 

 

（４） その他造林について必要な事項 

事業対象地域及びその周辺に分布、生育する樹種は、一般に気象条件に適合した樹種と見なすこと

ができますが、土壌条件や水分条件は植栽予定地と周辺とで必ずしも一致するとは限らないので注意

が必要です。 

複層林施業において下層木植栽を行う場合は、耐陰性の高い樹種（陰樹）や品種を選択することが

望ましいです。 
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３ 間伐及び保育に関する事項 

人工林は、間伐の適期実施など適正な森林整備を実施します。 

間伐は、林冠が閉鎖し、立木間の競争が生じ始めた森林において、主に目的樹種の一部を伐採して

行う伐採の方法であって、伐採後、一定の期間内に林冠が閉鎖するよう行うものとします。また、施

業の省力化・効率化の観点から、列状間伐の導入に努めます。 

 

（１） 間伐 

ア 間伐を実施すべき標準的林齢及び間伐の標準的な方法 

過密となっている林分では、間伐を実施します。 

森林資源の質的向上を図るとともに、適度な下層植生を有する適正な林分構造や根の発達を促

すため、次に示す内容を基本とし、既往の平均伐期齢や間伐の方法を勘案して、林木の競合状態

等に応じた間伐の開始時期、間伐率、間伐木の選定方法その他必要な事項を定めるものとします。 

・間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法は、表5-3-1～表5-3-5を基に、間伐を

行う際の規範として市町村森林整備計画において定めるものとします。 

・間伐効果を長期間発揮させ育林コストの縮減等を図る観点から、気象被害等に十分注意した上

で間伐率を30％以上にすることが望ましいです。 

・崩壊地の上部は除間伐を集約的に実施し、林床植生の育成を促進します。 

・伐倒木及び林地残材が流出するおそれのある場合は、適切に流出防止対策を施すほか、林外へ

の搬出や伐倒木の木柵等への利用を図るものとします。特に土砂の流出路となる谷筋(高水位以

下)においては、伐採した立木が谷筋に入らないようにします。 

 

表5-3-1 スギ単層林間伐基準表（標準伐期） 

樹 

種 

生 産 目 標       

[植栽本数] 

間伐区分 

 

間伐時期 

(年) 

間伐本数 

(本) 

間伐率 

(％) 

ス 

ギ 

心持柱材・板材 

[3,000本/ha] 

第１回間伐 12～17 400～600 15～20 

第２回間伐 18～23 500～700 20～30 

第３回間伐 24～30 300～500 20～30 

 

表5-3-2 ヒノキ単層林間伐基準表（標準伐期） 

樹 

種 

生 産 目 標       

[植栽本数] 

間伐区分 

 

間伐時期 

(年) 

間伐本数 

(本) 

間伐率 

(％) 

ヒ 

ノ 

キ 

心持柱材・造作材 

[3,000本/ha] 

第１回間伐 12～17 600～800 20～30 

第２回間伐 18～23 400～600 20～30 

第３回間伐 24～30 300～500 20～30 

 

表5-3-3 スギ単層林間伐基準表（長伐期施業） 

樹

種 

生産目標 

[植栽本数] 

間伐区分 

 

間伐時期 

(年) 

間伐本数 

(本) 

間伐率 

(％) 

ス 

ギ 

大径材生産 

(板材・横架材等) 

[3,000本/ha] 

第１回間伐 12～16 500～700 20～25 

第２回間伐 18～22 500～700 25～30 

第３回間伐 27～31 400～600 25～35 

第４回間伐 38～42 300～400 25～35 

第５回間伐 58～62 200～300 25～40 
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表5-3-4 ヒノキ単層林間伐基準表（長伐期施業） 

樹

種 

生産目標 

[植栽本数] 

間伐区分 

 

間伐時期 

(年) 

間伐本数 

(本) 

間伐率 

(％) 

ヒ

ノ

キ 

大径材生産 

(役物柱材・板材等) 

[3,000本/ha] 

第１回間伐 17～21 500～700 20～25 

第２回間伐 25～29 400～600 20～25 

第３回間伐 33～37 400～600 25～35 

第４回間伐 48～52 350～450 30～35 

第５回間伐 68～72 150～250 20～30 

表5-3-5 平均的な間伐の実施時期の間隔年数 

標準伐期齢未満(人工植栽に係るもので、樹種を問わない) 10年 

標準伐期齢以上(人工植栽に係るもので、樹種を問わない) 15年 

 

イ 間伐実施に伴う冠雪害の発生の防止に関する指針 

冠雪害危険度マップにおいて、冠雪害危険区域として示されている区域内においては、耐冠雪害

性の高い森林を育てるため、早めの間伐を実施します。 

また、優勢木の平均形状比(樹高／胸高直径)が高い(概ね70以上)林分における急激な伐採は、冠

雪害が発生する危険性が高いため、間伐を行う場合には、伐採率、施業後の林分形状、地形状況等

を考慮し、必要に応じて巻き枯らし間伐の導入や弱度の間伐を繰り返し行い、形状比を徐々に低く

していくものとします。 

ただし、巻き枯らし間伐は、森林病害虫の発生や不意の落枝・倒木による事故の恐れのある箇所

では行わないこととします。 

（資料編第２章３ 冠雪害危険度マップ 参照） 

【参考】「ぎふ ふぉれナビ(公開型森林GIS)」アドレス：https://www.pref.gifu.lg.jp/page/2264.html 

 

（２） 保育 

保育の標準的な方法は、表5-3-6を基に、森林の保育作業を行う際の規範として市町村森林整備計画

において定めるものとします。 

目的樹種の樹木の成長を助け、健全な森林の育成を図るため、既往の保育方法等を勘案して、時期、

回数、作業方法その他必要な事項を定めるものとします。 

 

表5-3-6 保育基準表 

種類 樹種 実施林齢及び回数等 

下刈 スギ 植栽の年から５年間、年１回夏期に行う。 

ヒノキ 植栽の年から６年間、年１回夏期に行う 

つる切り スギ 下刈終了後、３年目に１回を標準とする。 

ヒノキ 下刈終了後、２年間隔で２回を標準とする。 

除伐 

 

スギ 

 

下刈終了後、３年目に１回を標準とする。 

なお、つる切りを同時に行うものとする。 

ヒノキ 

 

下刈終了後、２年間隔で２回を標準とする。 

つる切りを同時に行うものとする。 
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枝打ち スギ 

ヒノキ 

枝下高3.5ｍ程度までを３回で打ち上げることを標準とする｡具体的には、積雪の少

ない地域では根元直径が６cm(２～４齢級)の時期から開始し、２回目以降の枝打ち

は巻き込みが完了し､枝下径が６cmに生長したごとに行うこととする。 

なお、枝打ち季節は、生育休止期である10月から３月とする｡ 

雪起こし スギ 

ヒノキ 

造林地への降雪状況に応じ、倒伏木について、消雪後に行う。多雪地域(積雪1.0

ｍ以上)については降雪状況にもよるが、毎年行う必要性がある。 

 

※本基準表は、一般的な目安を示したものであり、実行に当たっては画一的に行うことなく、立地条件、植栽木

の生育状況及び生産目標等に即して効果的な作業時期、回数、方法等を十分検討の上適切に実行すること。 

 

（３） その他間伐及び保育に関する必要な事項 

自然的条件や生産目的に応じた適切な間伐及び保育を推進し、森林の健全性を確保します。 

森林施業の集約化及び団地化や機械化を通じた効率的な間伐及び保育の森林整備を推進し、間伐材

の利用促進を図るものとします。 

施業の実施にあたっては周辺の自然環境に十分配慮し、森林の健全性を確保するよう努めるものと

します。 

伐倒木及び林地残材が流木化し、下流で橋梁等の埋塞による土砂・洪水氾濫被害を拡大させる

ことが無いよう流木災害の発生の恐れがある森林では、現地の状況に応じて下刈り、除伐、間伐

等の森林整備を進め、根系の発達を促し、林分を速やかに健全な状態に移行させることとします。 

 

（４） 施業方法別の施業体系図等の具体例示 

施業例等については、資料編第２章４に示します。 

 

《参考》代表的な早生樹の施業モデル 

○コウヨウザン 

１．造林の標準的な方法 

育林手法 植栽本数（本/ha） 

全面下刈３回、除伐１回、間伐１回 1,500本程度 

２．間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法 

施業体系 間伐時期（年） 

植栽本数 1,500本/ha 

仕立本数  910本/ha 
17～30 

３．保育の標準的な方法 

保育の種類 

実施林齢・時期 

1 2 3 4 5 6～10 11 12 13 14 15 16 17～30 

下刈 ○ ○ ○           

除伐      ○        

間伐             ○ 
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４ 将来目標区分ごとの施業基準等 

 第４章３で定める「森林配置計画の将来目標区分の設定に関する基準、区分ごとの整備方針」に関

する将来目標区分ごとの施業基準等については、表5-4-1のとおりとしますが、各々の森林の自然的条

件等に合わせ作業方法を変更するなど、画一的な施業にならないよう留意することが必要です。 

 

表5-4-1 将来目標区分ごとの施業基準等 

区分 現況 施 業 の 基 準 等 

共通事項 

・保全対象森林（保安林等）で作業を実施する場合には林地等の保全に留意する。 

・ニホンジカ被害発生地域においては必要に応じて更新木等の保護を図るためシカ柵等

の防除資材の設置を行う。 

 

木 

材 

生 

産 

林 

天然林 

（主に広葉

樹林） 

◯保育 

・用材生産林での除間伐は、針葉樹人工林のような面的・定性的な管理ではなく、育成

木の支障になる木だけを伐採するような単木的な管理を行う。不用意な伐採は、コス

トの増加や幹部での後生枝の発生を誘発するため伐採は必要最小限とする。 

◯伐採 

・皆伐を実施する場合には、公益的機能の低下を最小限にするため、小面積皆伐を基本

とする。 

・保全上必要な場合は、保残木又は保護樹帯を設置すること。 

◯更新 

・大径材生産を行う林分では、萌芽力の低下により萌芽更新が困難になることが予想さ

れるため、皆伐を行った場合には、目標林型にあわせ、天然下種更新や植栽により確

実な更新を図る。 

・生産目標樹種の更新について天然更新によりがたい場合には、人工植栽による更新を

図る。 

・ササ地など更新が困難な場所においては稚樹の刈り出しなど、更新補助作業を十分に

行うこと。 

◯その他 

・パルプ・チップ、キノコ原木、バイオマス燃料生産林では、萌芽更新力の高い樹種を

活用し10～30年周期での伐採による省力的施業を行う。 

・用材生産林では、目的樹種の成立本数等から用材生産林としての可否の判断を行う。

用材生産林に適さない場合には、パルプ・チップへの用途変更、植栽による樹種転換

を図るものとする。 

※施業例については資料編 表2-4-1を参照 

人工林 

（主に針葉

樹林） 

◯保育 

・初期成長が早い苗木の活用などにより下刈り作業の省力化を行う。 

・目標林型にあわせて、従来型の密度管理を用いた間伐だけでなく、将来木施業のよう

な単木管理型の間伐についても活用を図る。 

・間伐の遅れによる林床植生の消失など、公益的機能の低下が危惧されるような林分状

況にならないよう適切な管理を行う。 

◯伐採 

・公益的機能の低下を最小限にするため、皆伐を実施する場合には小面積皆伐を基本と

する。 

・保全上必要な場合は、保残木又は保護樹帯を設置すること。 

◯更新 

・植栽による更新を基本とする。 

・自然的条件、目標林型等に合わせた低コストな造林方法を可能な限り導入する。 
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区分 現況 施 業 の 基 準 等 

 

環 

境 

保 

全 

林 

天然林 ◯特段の施業を要しない。 

人工林 

（植栽木の

優占度－低） 

◯保育（広葉樹優占度の増加） 

・広葉樹林化を促進するため、広葉樹の生育に支障となる針葉樹を必要に応じて伐採す

る。 

・不成績造林地では、同一林分内であっても自然的条件等により立木本数が異なるため、

針葉樹一斉林のような面的な整備の考え方ではなく、小面積・単木的な単位での管理

を行う。 

・広葉樹林化を目標とするが、支障木となっていない限り、伐採コスト等を勘案し無理

な針葉樹伐採は行わない。 

◯その他 

・植栽由来木の伐採以外は基本的に施業を行わず、自然の遷移にゆだねる。 

人工林 

（植栽木の

優占度－高） 

◯保育 

・健全な針葉樹人工林が成立している場合、当面針葉樹人工林として管理することも可

とする。 

・間伐遅れ林分では、表土流亡による埋土種子の消失、実生の定着阻害などにより広葉

樹の侵入が妨げられることが想定されるため、施業実施前に表土の状況等を確認する

こと。 

・表土流亡が発生している林分では伐採木を等高線と並行方向に残置するなど土砂流出

の防止に留意する。 

◯更新（広葉樹の導入） 

・針葉樹一斉林に広葉樹を導入するため、必要に応じて更新伐（100㎡以上の群状伐等）

を実施する。 

・積極的に樹種転換を図る必要がある場合には１ha未満の皆伐で、周辺森林を残置し、

モザイク状に伐採していく施業も可。また、植栽によらなければ適確な更新が困難な

森林については、再造林を行う。 

・若～壮齢の森林については更新伐実施後数年で更新予定地の照度が低下することが予

想されるため、伐採区の大きさ、林冠の再閉鎖の速度等に応じて追加の更新伐を実施

すること。 

◯その他 

・広葉樹の導入にあたっては、対象林分の林床植生、周辺林分の樹種構成、広葉樹林と

の位置関係に留意し、導入の難易について把握したうえで実施すること（現在、すべ

ての針葉樹人工林について適応可能な針広混交林化技術はなく、可能な立地は限定さ

れる。隣接広葉樹林、前生樹がない場合には天然更新による針広混交林化は非常に困

難）。 

・針広混交林化には、複数回の間伐等の伐採を実施するなど光環境の制御が必要である

など手間がかかることに留意すること。 

・相対照度が高くなりすぎた場合、ススキなどの草本種の繁茂により高木性木本種の更

新が妨げられる恐れがあるため、安易な強度間伐の実施を控えること。 
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区分 現況 施 業 の 基 準 等 

観 

光 

景 

観 

林 

沿道の森林 

（林内景観

を重視する

エリア） 

◯保育（林内整備） 

・沿道の森林は、林内を見通すことができるよう、下刈り、除間伐や、枝打ちを行う。 

・伐倒木は原則搬出し、明るく開放的な空間を確保する。 

・目を引くような大径木がある場合には、その木への視線が大きく遮られないように周

辺木の配置に留意し林内景観整備を行う。 

◯伐採 

・皆伐を行う場合１ha以下とし、周辺森林を残置し時間・空間的に伐採跡地の分散を図

る。 

・皆伐後、伐採木は原則搬出し、残枝等も整理し景観上支障にならないように留意する。 

◯更新 

・景観に優れた樹種に転換を行う場合には、天然更新や場合によっては在来種の植栽を

行い外来種等の導入は行わない。 

◯その他 

・重複する木材生産林または環境保全林の整備方針と調整を図る。 

遠景の森林 

（林外景観

を重視する

エリア） 

◯伐採 

・皆伐を行う場合１ha以下とし、周辺森林を残置し時間的、空間的に伐採跡地の分散を

図る。 

・主な眺望点からの視線に留意し、伐採跡地が目立たないように伐区の形状などの設定

を行う。 

・間伐を実施する場合、林冠に極端な欠損部が発生しないよう選木に留意する。 

◯更新 

・景観に優れた樹種に転換を図る場合には、天然更新や場合によっては在来種の植栽を

行い外来種等の導入は行わない。 

◯その他 

・重複する木材生産林または環境保全林の整備方針と調整を図る。 

 

生 

活 

保 

全 

林 

林縁部 野生鳥獣の生息域との緩衝帯の整備 

◯伐採 

・緩衝帯を森林として管理を行う場合には、地域の実情に合わせて１～３割の上層木を

保残しつつ、視界を確保するため林床植生の刈り払いなどを行う。 

◯保育 

・上層木が十分に発達していない場合（樹高が数ｍ等）は、刈り払い実施時に将来上層

木となりうる高木性種の保残を行う。 

・刈り払い等を定期的に実施することなどによって、人の気配を残すように留意する。 

◯更新 

・天然更新、植栽などにより将来上層木となる樹木を育成する場合には、ニホンジカ等

の食害に対する防除を行う。 

◯その他 

・表土流亡の恐れがある箇所で、森林整備により一時的に裸地化するような場合には、

伐採木を等高線と並行方向に残置するなど表土流亡の防止に留意する。また急斜面地

など残置した伐採木の移動により斜面下方の保全対象に被害が発生することが懸念さ

れる場合には、伐採木の移動防止に留意すること。 

・重複する木材生産林または環境保全林の整備方針と調整を図る。 
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  倒木等危険木対策のための整備 

◯伐採 

・斜立木など電線や民家に掛かる恐れのある立木を除去する。 

・直立木であっても、形状比が極端に高いなど冠雪害による被害が予測される立木は伐

採すること。 

◯保育 

・過密状態を避け、間伐等の実施により形状比を下げるように努める。 

・間伐を実施する際は林分の安定性を損なうような強度の間伐は行わない。 

◯その他 

・表土流亡の恐れがある箇所で、森林整備により一時的に裸地化する場合には、伐採木

を等高線と並行方向に残置するなど、表土流亡の防止に留意する。また急斜面地など

残置した伐採木の移動により斜面下方の保全対象に被害が発生することが懸念される

場合には、伐採木の移動防止に留意すること。 

・重複する木材生産林または環境保全林の整備方針と調整を図る。 
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５ 林道等整備に関する事項 ～林道等の開設その他林産物の搬出に関する事項～ 

（１） 林道(林業専用道含む。以下同じ)の整備に関する基本的な考え方 

森林整備及び保全の目標の実現を図るため、一般車両の走行を想定する骨格的な「林道」、主とし

て10ｔ積みトラックや森林施業用の車両の走行を想定する「林業専用道」について、計画的な整備を

促進します。また、林道等の整備に当たっては、自然的条件や社会的条件が良い林業適地において森

林の集積・集約化を進めているような地域等を主体に行い、木材輸送量の増大と走行車両の大型化等

に対応するよう改築・改良を含む林道の質的な向上も推進するとともに、気候変動に伴う災害の激甚

化に対応するため、災害時に代替路にもなる林道の整備等や、林地保全の観点から架線集材に対応し

た土場等を備えた林道の整備を推進します。 

計画にあたっては、周辺環境に配慮し、希少な野生生物の保護や埋設文化財等の保全等に留意しま

す。 

 

（２） 効率的な森林施業を推進するための路網密度の水準及び作業システムの基本的な
考え方 

効率的な森林施業を推進するための林地の傾斜区分や搬出方法に応じた路網密度の水準について表

5-5-1のとおり定め、林道及び森林作業道を適切に組み合わせて開設することとします。 

また、林道と森林作業道からなる路網と林業機械を組み合わせた低コストで効率的な作業システム

に対応したものとします。 

表5-5-1 路網密度水準表 

区分 作業システム 
路網密度 

 基幹路網 

緩傾斜地(0度～15度) 車両系作業システム 110m/ha以上 30～40m/ha  

中傾斜地(15度～30度) 

車両系作業システム 85m/ha以上 23～34m/ha  

架線系作業システム 25m/ha以上 23～34m/ha 

急傾斜地(30度～35度) 

車両系作業システム 60〈50〉m/ha以上 16～26m/ha 

架線系作業システム 20〈15〉m/ha以上 16～26m/ha 

急峻地(35度以上） 架線系作業システム 5m/ha以上 5～15m/ha 

注１）「車両系作業システム」とは、林内にワイヤーロープを架設せず、車両系の林業機械により林内の路

網を移動しながら木材を集積、運搬するシステム。フォワーダ等を活用する。 

２）「架線系作業システム」とは、林内に架設したワイヤーロープに取り付けた搬器等を移動させて木材  

を吊り上げて集積するシステム。タワーヤーダ等を活用する。 

３）「急傾斜地」の〈〉書きは、広葉樹の導入による針広混交林化など複層林へ誘導する森林における路

網密度である。 

 

（３） 路網密度と併せて効率的な森林施業を推進する区域(路網整備等推進区域)の基本
的な考え方 

路網密度水準と作業システムの考え方を踏まえ、路網の整備と森林の集積・集約化により低コ

ストの森林施業を推進する区域を設定します。 
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（４） 路網の規格・構造についての基本的な考え方 

適切な規格・構造の路網の整備を図る観点から、岐阜県林道設計指針、岐阜県林業専用道作設

指針、岐阜県森林作業道作設指針に則り開設します。 

 

（５） 森林作業道の開設等に関する基本的な考え方 

ア 計画上の留意事項 

森林作業道の開設は、必要最小限度の開設となるように、将来の利用を想定した計画的な路網

配置及び必要十分な規格となるように努めるとともに、路網の位置、作設工法及び残土の処理等

にあたり林地の保全に支障のないよう次のとおり配慮し、災害に強く低コストでかつ安全に走行

できる道づくりを促進します。 

 ・森林作業道の開設にあたっては、間伐をはじめとする森林整備、木材生産のために継続的な使

用に耐えられるよう、地形に沿った線形で堅固な土構造を基本とし、作設費用を抑えつつ、丈

夫で利用しやすい構造となるよう配慮します。 

・森林作業道の配置にあたっては、図面と現地踏査により、伐採現場の地形、地質、湧水、地割

れの有無等をよく確かめることとします。また、集材方法や使用機械に応じた必要最小限の無

理のない配置計画とします。 

・崩壊地、崖錐地、急傾斜地など地形・地質条件が悪く、崩壊の危険が大きい箇所及び人家や水

源地等重要な保全対象が直下にある場所では、路網や土場の設置を避けることを基本とします。 

 

イ 施工上の留意事項 

・施工開始後も土質や水の流れの状態には十分に注意を払い、路網がより良いものとなるよう

必要に応じて計画の変更を行うこととします。 

・森林作業道開設にあたっては、特に表5-5-2の事項に配慮します。 

 

表5-5-2 森林作業道開設にあたって配慮すべき事項 

区分 配慮すべき事項 

線形 谷川を横断する箇所ができるだけ少なくなるように配置する。 

横断する場合は、谷川の勾配が緩く、両岸にゆとりがある場所を選定する。 

切土 できる限り低く（1.5ｍ程度までが望ましい）するとともに、土質に応じた適正な勾配で切

り取る。 

盛土 「段切り」や「締固め」を適切に行うとともに法令や盛土高さに対応したのり面勾配で施工

する。 

急斜面では構造物を設置するなど安定を図る。  

 

 

 

 

 

 

 

  

段切 り 
  （盛土の滑動を防止） 

  

締固め   
（転圧）   切土   

盛土   
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小渓流の横断 管渠は豪雨や維持管理不足等により土石や流木等

が詰まりやすく、結果として路体の流出・崩壊や

土石流の原因となる事例が多いため、小渓流の横

断には、原則として洗越工を施工する。 

 

 

路面水の処理 

 

 

 

路面の縦断勾配、路面水が流れる区間の延長等を考慮して、路面水がまとまった流量になら

ない間隔で横断排水工を設置する。 

排水する箇所は、できる限り尾根などの安定した場所を選ぶとともに、縦断勾配を波

形勾配（常水のない谷部で上げて安定した尾根部で下げる）とすることにより分散排

水を心がける。 

残土処理 残土処理においても、盛土の施工と同様に段切りにより安定した基盤をつくった上で締固め

を行うとともに土砂流出防止の措置をとる等、適正に処理する。また残土場は谷筋ではなく、

安定した地山の箇所とする。 

 

ウ 維持・管理上の留意事項   

森林作業道を長く使用していくため、施設管理者は直接施業に使用していない時も定期的に点検

を行い、必要に応じ補修を行うなど適切な維持管理に努めます。 

 

（６） 林産物の搬出方法等 

ア 林産物の搬出方法 

林産物の搬出については、森林の更新及び森林の土地の保全への影響を極力抑えつつ、効率性

が確保されるよう、傾斜等の地形、地質、土壌等の条件に応じた適切な方法により行います。 

 

イ 更新を確保するための林産物の搬出方法を特定する必要のある森林の所在及びその搬出方法 

アを踏まえ、また、全国森林計画第４表（２）「搬出の方法を特定する森林」の指定基準に基

づき制限林以外の森林であって、地形、地質、土壌等の関係から判断して、搬出方法を特定しな

ければ土砂の流出または崩壊を引き起こすおそれがあり、森林の更新に支障が来すと認められる

ものの所在及びその搬出方法については、市町村森林整備計画における定めに従うこととします。 

 

（７） 水源林における林道整備等の基本的な考え方 

森林内の路網は、間伐等の森林整備を推進し、木材を効率的に搬出していくために必要な施設です

が、地形や地質などの条件を無視した安易な開設は大雨等による侵食、損壊を引き起こし、森林の荒

廃につながる危険性があります。 

そこで、特に水源林内における路網整備にあたっては、次の事項に留意するものとします。 

 

ア 計画上の留意事項 

・取水施設に近接して開設を行う場合は、地元と十分調整を図ります。 

・水源林内に路網を整備する場合は、地形、地質等の状況を詳細に調査・把握し、大雨などによ

り侵食や損壊を引き起こす危険性の高い箇所での開設は避けます。また、希少な野生動植物の

生息、生育箇所、文化財、地域の生活環境（取水源の有無など）の保護、保全、維持に配慮し、

状況に応じて、開設の中止、線形の変更等必要な対策を講じます。 

・整備する路網の種類（林道、林業専用道、森林作業道等）、及びそれぞれの規格、配置は、森
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林整備を進める上で必要十分な規格とし、開設による森林への影響の軽減に努めます。 

 

イ 施工上の留意事項 

・路網の施工中は、梅雨期、台風など、まとまった降雨が予想される時期、また降雨中や降雨直

後の施工を避けるなど、土砂の流出や濁水の発生の未然防止、軽減を図ります。 

・路網の線形、構造は、地形に沿った形とすることで地形の改変を極力抑え、残土の発生を抑え

ます。 

また、盛土により整備する箇所については、十分な締め固めを行い、繰り返しの使用に耐える

壊れにくい構造とします。 

・開設により裸地化した箇所（法面）は、侵食、崩壊が発生しないよう種子吹き付け等、法面の

保護を実施します。 

・雨水による路体の侵食を防止するため、小まめな排水に心がけ、排水施設を適切に整備します。 

 

ウ 維持・管理上の留意事項 

・開設後は、定期的に点検し、侵食、損壊、濁水発生の未然防止に努めます。 

・降雨時や降雪時には濁水が発生しやすくなるため、出来るだけ車両の通行を避けます。 

また、既設未舗装路網を通行する際にも濁水が発生しやすくなるため、利用する路網の状態を

十分に確認し、出来るだけ通行を避けるとともに、通行する際には、濁水防止対策を実施しま

す。 

・森林作業道は、森林整備のために特定の人が利用する道であり、一般の用に供しない施設であ

ることから、入口部分にはゲートを設けるなどし、事故、不法投棄の防止策を講じます。 
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６ 森林施業の合理化に関する事項 ～委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、森

林施業の共同化その他森林施業の合理化に関する事項～ 

森林施業の合理化については、地域単位で、森林・林業・木材産業関係者や地域住民、市町村、森

林管理署、県が連携し、地域の合意形成を図りながら、「岐阜県森林づくり基本計画」に基づき、計

画的かつ総合的に推進します。あわせて、林業適地の人工林における特に効率的な施業が可能な森林

の区域の設定や森林経営計画の作成等の積極的な推進、当該区域における路網整備、森林の集積・集

約化、作業システムの高度化等を推進します。 

（１） 地域森林管理システムの導入 

市町村を単位とする森林管理体制を確立するため、地域の森林所有者・森林組合・林業事業体など

で組織される市町村森林管理委員会の活動を促進します。 

 

（２） 森林の経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大及び森林施業の共同化に関

する方針 

小規模・分散化している施業地をまとめ団地化することにより、スケールメリットを活かした効率

的な施業の実施が可能となります。このため、市町村職員、集落のリーダー、森林施業プランナー、

フォレスター等が連携を図り、「市町村森林管理委員会」の活動を推進し、集落、市町村、圏域など

地域単位での合意形成の場をつくり、森林施業の共同化、さらには「森林経営計画制度」などを活用

して、小規模・零細な森林所有者から意欲のある森林所有者や林業事業体等への森林経営の委託を促

進するものとします。 

併せて、今後、間伐等の適切な整備及び保全を推進するための条件整備として、境界の整備など森

林管理の適正化を図るものとします。 

 

（３） 森林経営管理制度の活用の促進に関する方針 

森林の経営管理（自然的経済的社会的諸条件に応じた適切な経営又は管理を持続的に行うことをい

う。以下に同じ。）を森林所有者自らが実行できない場合には、市町村が経営管理の委託を受け、林

業経営に適した森林については林業経営体に再委託するとともに、再委託できない森林及び再委託に

至るまでの間の森林については市町村が自ら経営管理を実施する森林経営管理制度の活用を促進する

ものとします。特に、林業経営に適した森林については、地域の関係者の協議による集約化構想の作

成、権利集積配分一括計画による権利設定、林業経営体へのあっせんなど、林業経営体への森林の集

積・集約化に向けた取組を促進するものとします。また、所有者不明森林への対応については、森林

所有者の探索、間伐等経営管理権の設定、特例措置の活用などの取組みを促進するものとします。 

 

（４） 特に効率的な施業が可能な森林の区域に係る基準及び当該区域内における施業の
方法に係る指針 

ア 区域の設定の基準 

木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域のうち、特に効率的な

施業が可能な森林の区域を設定することとします。 

イ 施業の方法に関する指針 

木材需要に応じた樹種、径級の林木を生育させるための造林、保育、間伐、伐採の方法等を定め

るとともに、造林については、主伐後の植栽による確実な更新を行うほか、森林の集積・集約化や
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施業の機械化等を通じた効率的な森林整備を推進することとします。 

（５） 林業に従事する者の養成及び確保に関する方針 

ア 林業事業体の体質強化 

当計画区内では、森林組合の広域合併をはじめ、事業体の経営合理化、体質強化に向けた様々な

取組みが進められてきたところです。今後も林業事業体の体質強化や木材産業事業体との連携強化

を進め、経営基盤の安定化を図るとともに、市町村森林管理委員会の活動などを通して、林業事業

体と地域の森林所有者との信頼関係を構築して林業経営意欲を喚起し、地域が一体となった安定的

事業量の確保に努めることが重要です。 

森林組合においては、高い経営感覚を有する理事の配置義務化による事業施行体制の強化、市町

村森林管理委員会への積極的な参画等による指導部門の強化を図るとともに、長期施業受委託契約

の締結の促進、ICT導入等森林整備部門の再編強化を図ることが重要です。 

林業会社等においては、計画的・安定的な事業量を確保するため、市町村森林管理委員会への参

画等を通し、林業会社間の系列体制、ネットワーク体制の構築及び森林組合との連携体制を構築し、

経営体質の強化を図ることが重要です。 

 

イ 森林技術者の確保・育成・定着 

林業労働力確保支援センター（森のジョブステーションぎふ）との連携により、農林高校、森林

文化アカデミーにおいて養成された実践的技術を持った人材の積極的な受け入れに努めるものと

します。 

高度な技術や指導能力を持つ森林技術者の育成に努めるものとします。 

新規就業者が段階的に知識や技術、技能を習得できるよう「緑の雇用」担い手確保支援事業、き

こり養成塾等によりキャリア形成を支援します。 

森林技術者の雇用の長期化・安定化を図るとともに、就労条件の整備、安全管理体制の強化等に

よる労働安全衛生の確保、社会保障の充実、住居を含めた生活基盤の整備等を図り、森林技術者の

新規参入及び定着に努めるものとします。 

また林業への新規参入・起業など林業従事者の裾野の拡大、女性等の活躍・定着、外国人材の適

正な受入れ等に取り組みます。 

 

ウ  林業後継者等の育成 

林業グループ員の連携強化、女性リーダーの育成、青少年への林業のPR・理解促進等、林業後継

者の育成を図るものとします。 

 

エ 異業種からの参入促進 

林業参入の意欲がある建設業等異業種に対して、林業者との連携体制づくりと、技術習得のため

の研修機会の提供など支援します。 

異業種からの林業参入を通じて、林業現場の労働安全衛生確保、施工管理やコスト管理について

林業者の意識改革を促進するものとします。 

 

（６） 作業システムの高度化に資する林業機械の導入の促進に関する方針 

ア 林業機械の導入促進 

森林整備、素材生産の体制づくりのためには、木材生産性の向上、労働強度の軽減及び安全確保

の観点から、遠隔操作、自動運転等の無人化、省力化技術が実装された林業機械や稼働率の向上等

を図るなど地域の特性に応じた林業機械の導入を促進します。 

このため、路網の整備状況に応じた作業システムの普及と、機械の共同利用化等による稼働率の

向上、機械作業に必要な路網等の施設の整備に努めるものとします。 
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（７） 林産物の利用の促進のための施設の整備に関する方針 

ア 木材流通の合理化 

当計画区の森林資源を背景とした特色あるスギ・ヒノキの主産地を形成するため、複数の木材市

場を拠点として素材生産者、流通業者及び民有林・国有林が一体となって、地域材の計画的な素材

生産を推進し、需要に即した木材製品を安定的に供給できるように、原木流通から木材製品の加工

・流通まで一環した体制整備と合理化を図ることとします。森林所有者への理解を深めるため、透

明性の高い受託システムを推進し、小面積区分皆伐など多様な森林整備を計画的に進める団地の設

置を推進するものとします。 

山土場、ストックヤード等における仕分体制の整備、原木市場の系列化・統合等による流通ロッ

トの拡大、仕分や倉庫機能の役割の強化、良質材は市売り、Ｂ材Ｃ材は工場等への直納する形態の

促進などの流通システムの構築及び普及を促進するものとします。 

また、小規模な素材生産をとりまとめる需給調整組織の設置、協定の締結などによる製材工場等

への直送による安定的供給体制の整備を促進するものとします。 

 

イ 木材加工の合理化 

製材工場の規模拡大、ノーマンソーの導入による省力化ならびにコンビナート化による協業化

及び分業化等を進め、生産コストの低減を図るものとします。 

製材工場等への原木直納、製材業者・工務店等の系列化、ネットワーク化による製品直納等に

より、木材流通の合理化を促進することとします。 

人工乾燥機等の導入促進と品質管理（強度区分、含水率表示、ＪＡＳ等級区分等）の徹底によ

る高品質材の供給拡大を促進するものとします。 

製材工場や集成材工場、合板工場への供給等のＡ材Ｂ材対策を促進することとします。 

 

ウ 生産・流通・加工を通じた関係者の合意形成 

民有林、国有林を通じ、川上から川下まで一体となった合理的な木材の生産・流通システムの

確立を図るため、市町村森林管理委員会をはじめとした、地域の林業・木材産業関係者における

協議を通じて、地域材の産地化形成の推進などについて地域の連携・合意形成に努めるものとし

ます。 

大手住宅メーカー、集成材メーカー等とのネットワークを強化し、サプライチェーンの構築を

進め、コンビナートによる協業化及び分業化を推進するとともに、ＤＸの導入により先端技術や

デジタルツールを活用し、流通プロセスの効率化を図るものとします。 

さらに、木材に係るコスト構造や立木価格等に関する情報の整理及び共有を進めるとともに、

「林業・木材産業における適正取引推進ガイドライン」に基づく商慣習の見直し、合法伐採木材

等の流通及び利用の促進に関する法律（平成28年法律第48号）の情報伝達等による、合法性に加

え、森林経営計画等に基づく取組状況の共有の促進などにより、持続可能な木材取引に向けた条

件整備を図るものとします。こうした取組み等を通じて、合法性及び持続性を市場に訴求すると

ともに、需給動向や木材に係るコスト構造の理解等を進め、合理的な価格形成が図られるサプラ

イチェーンの構築へと結びつけていきます。 

 

（８） その他必要な事項 

上記の各種条件整備の推進にあたっては、岐阜県森林づくり基本条例の主旨のもと、県民の方々が、

森林の大切さや木の良さについて理解を深め、森林づくりの活動や県産材の利用に積極的に関わり、

森林づくりに関する施策に理解と協力をいただけるよう、森林・林業関係者、市町村、県が積極的な

働きかけを行い、県民協働による持続可能な森林づくりを推進するものとします。 

 また、民有林に隣接する国有林との「森林共同施業団地」の設定など、国有林との連携を図った森

林づくりを推進するものとします。 
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７ 森林の土地の保全に関する事項 

（１） 土地の形質の変更にあたって留意すべき事項 

土地の形質の変更にあたっては、林地の保全に支障を及ぼすことのないよう留意します。 

土地の形質変更の態様、地形、地質等の条件、行うべき施業の内容等を留意して、その実施区域の

選定を行います。 

土石の切取、盛土を行う場合には、法勾配の安定を図り、必要に応じて法面保護のための法面緑化

工、土留工等の施設及び下流域に対し流出増とならないよう雨水等の適切な処理のために排水・貯留

施設等を配置するものとします。 

その他、土地の形質変更の態様に応じた土砂の流出、崩壊等の防止に必要な施設を設ける等、適切

な保全措置を講ずるものとします。 

なお、林地への再生可能エネルギー発電設備の設置に当たっては、国土及び環境の保全の観点から、

森林の公益的機能の発揮との調和を図るものとします。また、防災や環境への影響等に対する懸念が

高まっている太陽光発電設備の設置に係る開発については、地域との共生が図られるよう、許可基準

等の見直しにより規律を強化した林地開発許可制度を厳正に運用することとします。 

加えて、宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）に基づく盛土等に伴う災害の防止に配慮す

ることとします。 

 

（２） 樹根及び表土の保全その他林地の保全に特に留意すべき森林の地区 

全国森林計画第４表（３）「森林の土地の保全に特に留意すべき森林」の指定基準に基づき、森林

の施業及び土地の形質の変更にあたって、水源の涵（かん）養、土砂の流出・崩壊の防止上、特に樹

根、表土の保全、その他林地の保全に特に留意すべき森林の対象地区は、次のとおりです。 

・保安林及び保安施設地区 

・上記以外で山地災害防止機能が「Ⅰ」の林分 

また、市町村別については、資料編第２章５に示すとおりです。 

 

（３） 林地の保全のため林産物の搬出方法を特定する必要のある林分及びその搬出方法 

５（６）林産物の搬出方法等を踏まえ、全国森林計画第４表（２）の「搬出の方法を特定する森林」

の指定基準に基づき、制限林以外の森林であって、地形、地質、土壌等の自然的条件から判断して、

林産物の搬出方法を特定しなければ、土砂の流出または崩壊を引き起こすおそれがあり、森林の土地

の保全に支障を来すと認められる林分及びその搬出方法については、市町村森林整備計画における定

めに従うこととします。 
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８ 保安施設に関する事項 

（１） 保安林の整備に関する方針 

保安林については、森林の整備及び保全の基本方針に則し、流域における森林に関する自然的条件

や社会的要請、保安林の配備状況等を踏まえ、水源の涵（かん）養、災害の防備、保健・風致の保存

等の目的を達成するため保安林として指定する必要がある森林について、水源かん養保安林、土砂流

出防備保安林等の指定を計画的に推進するとともに、必要に応じて指定施業要件を見直し、その保全

を確保します。 

 

（２） 保安施設地区の指定に関する方針 

保安施設地区の指定は必要最低限とし、可能な限り保安林指定により対応することとします｡ 

 

（３） 治山事業の実施に関する方針 

治山事業については、県民の安全・安心の確保を図る観点から、災害に強い地域づくりや水源地域

の機能強化を図ることとします。近年、大雨や短時間豪雨の発生頻度の増加、豪雪、地震等により、

山地災害等が全国的に発生しています。その特徴として、尾根部からの崩壊等による土砂流出量の増

大や流木災害の激甚化がみられます。また、地域によっては、山腹崩壊の発生及びその後の豪雨によ

る土砂・流木の再流出が発生したほか、シカ等野生鳥獣の食害等による裸地化の進行、大規模な林野

火災による山地災害防止機能低下が懸念されます。このため、山地災害危険地区の再点検の結果や社

会情勢の変化を踏まえ、次の取組等を行うこととします。 

ア 山地災害危険地区等における、きめ細やかな治山ダムの配置等や、短期間でより多くの箇所の安

全性を確保するため、大型コンクリートブロック等の施工性の高い二次製品も活用した治山ダム

の設置等の対策の実施 

イ 被災地域等における流木や土砂の流出のおそれを把握するための山腹や渓流等の調査の実施及

び地方公共団体等への速やかな情報提供 

ウ 関係者と連携した流木対策の推進（流木捕捉式治山ダムの設置や危険木の伐採、山腹崩壊対策の

実施） 

エ 流域治水の取組と連携し、森林土壌の浸透能及び保水力を向上させる筋工等の設置を含めた保安

林整備、森林病虫害や鳥獣害を原因とした裸地化の進行等による土砂流出の発生抑制など関係者

一体となった予防治山対策の実施 

これらのハード対策と併せて、山地災害危険地区における定期点検や、地域関係者と連携した山地防

災活動の実施等のソフト対策の一体的な実施、地域の避難体制との連携を図ります。 

また、既存の治山ダムや地すべり防止施設の機能強化・長寿命化を図るほか、レーザ計測の活用、Ｉ

ＣＴや施工性の高い工種・工法等の施工現場への導入を推進します。このほか、現地の実情を踏まえ、

必要に応じて、在来種を用いた植栽や緑化、治山施設への魚道の設置など生物多様性の保全に努めるこ

ととします。 

 

（４） 特定保安林の整備に関する事項 

ア 要整備森林として指定する基準 

要整備森林は、特定保安林の区域内に存在し、樹冠疎密度、樹種、林木の生育の状況、下層植

生の状況等からみて機能の発揮が低位な状態であり、森林施業を早急に実施する必要があると認

められる森林で、気象、標高、地形、土壌等の自然的条件、林道等の整備、指定施業要件の内容、

地域の技術水準からみて森林所有者等に造林等の施業を実施させることが相当であるものを対象
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とします。 

 

イ 要整備森林について実施すべき造林、保育、伐採その他の施業の方法及び時期に関する指針 

要整備森林について実施すべき施業の方法は、当該要整備森林について定められている指定施

業要件の範囲内で、当該計画区において行われている施業、森林の取扱い等からみて実施が可能

であると判断される内容のものとします。 

また、実施すべき施業の時期は、当該指定保安林の整備の緊急性に配慮するとともに、当該施

業が計画的かつ効率的に行われるように、施業の実施に適切な時期、当該森林に係る林道、作業

道等の整備の状況必要な準備期間等を勘案して定めることとします。 

この期限は、当該要整備森林に係る地域森林計画の変更の時期から起算して概ね２年以内とし

ます。ただし、施業の区分の２つ以上につき一体として定める必要のある場合は、その一体とし

て定める施業の全部につき原則として４年以内とします。 
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９ 鳥獣害の防止に関する事項 

（１） 鳥獣害防止森林区域の基準及び当該区域内における鳥獣害の防止の方法に関する
方針 

ア 区域の設定の基準 

「鳥獣害防止森林区域の設定に関する基準」（平成28年10月20日付け28林整研第180号林野庁長

官通知）に基づき、ニホンジカ等の対象鳥獣の別に、当該対象鳥獣による森林被害の状況等を把

握できる全国共通データ等に基づき、市町村森林整備計画において鳥獣害を防止するための措置

を実施すべき森林の区域を設定することとします。 

 

イ 鳥獣害の防止の方法に関する方針 

森林の適確な更新及び造林木の確実な育成を図るため、地域の実情に応じて、対象鳥獣の別に、

当該対象鳥獣による被害を防止するために効果を有すると考えられる方法により、植栽木の保護

措置（防護柵の設置、幼齢木保護具の設置等）又は捕獲による鳥獣害防止対策を推進することと

します。 

その際、関係行政機関等と連携した対策を推進することとし、鳥獣保護管理施策や農業被害対

策等との連携・調整に努めることとします。 

 

（２） その他必要な事項 

鳥獣害防止森林区域において、防護柵や幼齢木保護具等の対策が対象鳥獣の被害の防止に有効な形

で適切に実施されているかどうかを確認するため、現地調査や各種会議での情報交換、区域内で森林

施業を行う林業事業体や森林所有者等からの情報収集等により、鳥獣害の防止の方法の実施状況の把

握に努めることとします。
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１０  森林病害虫の駆除及び予防その他の森林の保護に関する事項 

（１） 森林病害虫等の被害対策の方針 

森林病害虫による被害の未然防止、早期発見及び早期駆除に努めることとします。 

 

ア 松くい虫被害対策 

松くい虫被害対策については、被害の先端地域においては、被害の拡大を防止することを目的

に伐倒駆除による駆除事業を実施し、その他一般地域においては、被害が蔓延している現状から、

保全すべき松林を重点的に、予防及び駆除事業を実施します。 

イ カシノナガキクイムシ被害対策 

カシノナガキクイムシ被害対策については、被害の先端地域や微害な地域においては、駆除事

業による被害の拡大防止を推進します。被害が蔓延している地域においては、保全すべき森林の

予防事業を重点的に実施します。 

 

（２） 鳥獣害対策の方針（９に掲げる事項を除く。） 

対象鳥獣以外の鳥獣による森林被害や鳥獣害防止森林区域外における対象鳥獣による森林被害につ

いては、その防止に向け、鳥獣保護管理施策（第二種特定鳥獣管理計画等）や農業被害対策等との連

携を図り、森林被害のモニタリングや防護柵の設置等広域的な防除活動等を総合的に推進します。ま

た、野生鳥獣との共存にも配慮した森林の整備及び保全を図ることとします。 

 

（３） 林野火災の予防の方針 

山火事等の森林被害を未然に防止するため、森林巡視や山火事予防の普及啓発等を実施します。 

森林病害虫の駆除等のための火入れを実施する場合においては、市町村森林整備計画に定める留意

事項に従うこととします。 
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１１  保健機能森林の区域の基準その他保健機能森林の整備に関する事項 

保健文化機能の高い森林につきその保健機能を高度に発揮させるため、森林の保健機能の増進に関

する特別措置法(平成元年法律第71号)第3条第1項に規定する森林の保健機能の増進に関する基本方針

に基づき森林資源の総合的利用を促進するものとし、その森林の保健機能の増進については、次によ

ることとします。 

 

（１） 保健機能森林区域の設定基準 

保健機能森林は、湖沼、渓谷等と一体となって優れた自然美を構成している森林の保健機能の高い

森林のうち、自然環境の保全に配慮しつつ、その森林の存する地域の実情やその森林の利用者の意向

等からみて、森林の保健機能を高度に発揮させるためにも整備することが適当であり、かつ、その森

林施業の担い手が存在し、森林保健施設の整備が行われる見込みのある森林について設定することと

します。 

 

（２） 保健機能森林の整備基準 

ア 施業 

保健機能森林の施業については、森林の保健機能の一層の増進を図るとともに、森林保健施設

の設置に伴う、森林の有する水源の涵（かん）養、県土保全等の機能の低下を補完するため、自

然環境の保全及び森林の有する諸機能の保全に配慮しつつ、特色を踏まえた多様な施業を積極的

に実施することとします。 

快適な森林環境の維持及び利用の利便性にも配慮し、間伐・除伐等の保育を積極的に行うこと

とします。 

 

イ 森林保健施設の整備 

森林保健施設の整備にあたっては、自然環境の保全、県土の保全及び文化財の保護に配慮しつ

つ、地域の実情、利用者の意向等を踏まえて多様な施設の整備を行うこととします。 

また、対象森林を構成する立木の期待平均樹高（その立木が標準伐期齢に達したときに期待さ

れる樹高、既に標準伐期齢に達している立木にあってはその樹高）を定めることとします。 

 

ウ その他留意事項 

保健機能森林の管理及び運営に当たっては、自然環境の保全に配慮しつつ、森林の保全と両立

した森林の保健機能の増進が図られるよう、地域の実情、利用者の意向等を踏まえて、森林及び

施設の適切な管理、防火体制、防火施設の整備並びに利用者の安全及び交通の安全・円滑な確保

に留意することとします。 

保健機能森林の設定、保健機能森林の整備等に当たっては、当該森林によって確保されてきた

自然環境の保全及び県土の保全に適切な配慮を行うこととします。 
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１２  制限林等の施業に関する事項 ～法令により施業について制限を受けている森林 

  の施業方法～ 

法令により施業について制限を受けている森林の種類別面積は、資料編第２章６(１)のとおりです。 

また、その保安林等の法令により施業の制限を受けている森林の施業方法については、資料編第２

章６(２)のとおりとします。 

なお、制限林において重複があるものは、制限の最も強い法令に基づいて施業するものとします。 
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